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Ⅰ 計画の基本的な考え方 

第１節 計画策定にあたって 

１．計画策定の趣旨・背景 

我が国においては、急速な少子高齢化の進行や生活様式の変化などを要因として、一

人暮らし高齢者の増加や若年層の社会的孤立などが見られるようになっています。さら

に、地域住民同士のつながりが希薄化する中で、虐待や孤独死、消費者被害や生活困窮、

子どもの貧困などといった様々な社会課題や生活課題が取り上げられるようになりま

した。 

こうした課題は多様化・複雑化しており、生活困窮者自立支援制度や介護保険制度

などの公的な福祉サービスだけでは解決が難しく、また、解決のために必要なサービス

を当事者が知らない、利用しないなどといったケースも見られ、制度の枠を超えた支援

が今まで以上に重要となっています。 

一方で、災害時の助け合いや日頃の見守りなどの重要性は東日本大震災以降、再認識

されることとなりました。常日頃から他人を思いやり、地域の人と人とのつながりを大

切にする社会を構築し、誰もが安心して暮らしていくことのできる三豊市にしていく必

要があります。 

本市では、第２期三豊市地域福祉計画を平成 25 年３月に策定し、「支え愛、助け愛、

『こころ』で創る豊かな絆～地域みんなでともに育む福祉のまちづくり～」を計画の基

本理念として、各種地域福祉施策の推進に努めてきました。 

現在、本市では誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすことのできる社会を実現する

ための一体的な支援の仕組みである「地域包括ケアシステム」の構築を進めています。

「地域包括ケアシステム」の構築には、個別支援の充実とこれを支える地域づくりを同

時に進めることが求められ、多様な担い手による多様なサービスが提供されるための体

制づくりが必要です。市民と地域の様々な団体、事業者、行政等が協力し、地域で支え

る「地域包括ケアシステム」を推進するとともに、地域づくりの活動を一体的に推進し、

課題を解決していく「地域福祉」の活動を引き続き進めていく必要があります。 

                                                   

 

 生 活 困 窮 者 自 立 支 援 制 度：生活保護に至っていない生活困窮者に対し、「第２のセーフティーネット」として、

包括的な支援を行い、自立の促進を図る制度。 

 地 域 包 括 ケ ア シ ス テ ム：高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援を目的に、可能な限り住み慣れた地域で、自

分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるように整備された地域の包括

的な支援・サービス提供体制のこと。 
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また、厚生労働省が提唱する「『我が事・丸ごと』地域共生社会」を実現するために

は、地域に暮らす人々が状況に応じて「支えられる側」、「支える側」の両方となり、相

互に助け合うことのできるまちをつくっていく必要があります。 

本市を取り巻く現状を踏まえつつ、三豊市における「福祉のまちづくり」を引き続き

進めていくため、本計画を策定します。 

なお、元号の表記にあたっては、平成 30 年度（2018 年度）以降はすべて西暦を

併記しています。ただし、図表など、一部の表記はこれによらない場合があります。 

 

 

２．本計画の法的位置づけ 

本計画は社会福祉法第 107 条の規定に基づく「地域福祉の推進に関する事項を一体

的に定める計画（市町村地域福祉計画）」として策定するものであり、本市の地域福祉

を総合的かつ計画的に推進することを目的として定めます。 

■社会福祉法の抜粋■ 

（市町村地域福祉計画） 

第 107 条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める

計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定し、又は変更しようとするときは、

あらかじめ、住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者その他社会福祉に関する活動

を行う者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるとともに、その内容を

公表するよう努めるものとする。 
 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通

して取組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 前条第一項各号に掲げる事業を実施する場合には、同項各号に掲げる事業に関する

事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、

地域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるもの

とする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価

を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更

するものとする。 

                                                   

 

 「我が事・丸ごと」地域共生社会：公的な福祉サービスに頼るのではなく、地域に暮らす人たちが共に支え合い、課題

を解決していく地域社会のこと。地域への関心を高めた住民と縦割りをなくした行

政が一緒になって地域で孤立した人たちを支えていくことが求められる。 
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３．地域福祉の概念 

「地域福祉」とは、それぞれの地域において人々が安心して暮らせるよう、地域住民

や公私の社会福祉関係者がお互いに協力して地域社会の福祉課題の解決に取組む考え

方を指します。 

少子高齢化や核家族化、就業形態の変化など、社会情勢が変化していく中で、普段の

暮らしの中で不安や困りごとを抱える人がいることが明らかになりました。こうした生

活課題は、家庭や地域のつながりの希薄化が進み、既存の行政や民間のサービスだけで

は対応が難しいことが多くなっています。 

すべての人が住み慣れた地域で安心して暮らしていくことができるよう、法律や制度

による公的なサービスだけではなく、地域に暮らす人々が相互に助け合う関係性を構築

し、地域に関わるすべての人が行政や専門機関と協働し、支援を必要としている人を支

えていく地域福祉の新たな仕組みづくりが重要となっています。 

■自助・互助・共助・公助の関係性■ 

 

 

 

 

 

 

 

 自 助 互 助 共 助 公 助 

地域住民と行政の相互協力 

（協働）の領域 

行政施策として行うべきもの

（地域住民の自助努力だけでは

解決が難しいもの） 

地域住民の主体的な活

動で対応できるもの 

「地域ぐるみ」福祉活動への支援 

他の福祉計画 

・「高齢者福祉計画」 

・「障害者計画」 

・「次世代育成支援行動計画」 

等 

「地域ぐるみ」福祉活動 

暮らしのニーズ 

（日常的な生活課題） 

地
域
の
生
活
課
題 
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４．三豊市の他計画との関係性 

本計画は三豊市新総合計画を上位計画とする計画であり、福祉分野における上位計画

として位置づけられるものです。福祉（子育て、高齢者、障害者等）に関する既存の部

門別計画における基本的な考え方や理念等を相互に関連づけるとともに、各計画の地域

福祉分野に関する関連施策の実現に向けて、基本方針と施策展開の方向性を明らかにす

るものです。 

また、三豊市社会福祉協議会が策定する「三豊市地域福祉活動計画」は、地域住民と

社会福祉の活動及び事業の推進を目的とするすべての団体等とともに、地域福祉の推進

に取組むための実践計画です。また、社会福祉協議会が、地域福祉推進の中心的な役割・

機能を果たしていくために、地域を支える各種団体と協働しつつ、これからの福祉のま

ちづくりに向けた具体的な活動を明確にするための計画です。 

■計画の位置づけ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三豊市新総合計画 

第３期三豊市地域福祉計画 三豊市地域福祉活動計画 

整合 

整合 

連
携 

◆三豊市高齢者福祉計画・介護保険事業計画 

◆

◆三豊市次世代育成支援行動計画 

◆三豊市健康増進計画・食育推進計画 

◆その他福祉に関連する部門別計画 

<福祉分野の部門別計画> 
※三豊市社会福祉協議会が策定 
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■三豊市新総合計画 後期基本計画における基本理念とまちの将来像■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．計画期間 

今回策定する第 3 期三豊市地域福祉計画は、平成 30 年度（2018 年度）から平成

34 年度（2022 年度）までの５年間を計画期間とします。なお、社会情勢の変化に対

応するため、必要に応じて随時見直しを行うものとします。 

■計画期間■ 

年
度 

平成 25 平成 26 平成 27 平成 28 平成 29 平成 30 平成 31 平成 32 平成 33 平成 34 

（2013） （2014） （2015） （2016） （2017） （2018） （2019） （2020） （2021） （2022） 

計
画 

          

第２期三豊市地域福祉計画      

     第３期三豊市地域福祉計画 

          

 

 

“豊かさ”をみんなで育む市民力都市・三豊 

まちの将来像 

自主・自立 

基本理念 
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６．計画の策定方法 

本計画の策定にあたっては、現状を把握するため、一般市民アンケート調査及び地域

福祉活動団体アンケート調査を実施するとともに、策定段階からの積極的な住民参加を

図るため、策定委員会での協議・検討を行いました。 

 

（１）地域福祉計画策定委員会による検討 

地域福祉施策は本市行政組織の幅広い部門に関連するため、有識者、社会福祉団体等

の代表、関係行政機関の職員等から構成される「三豊市地域福祉計画策定委員会」を設

置し、計画の策定及び地域福祉に関する施策の推進について協議するとともに、その提

言を計画に反映させています。 

 

（２）アンケート調査の実施 

地域福祉に関する課題やニーズを把握するため、一般市民を対象に「三豊市地域福祉

計画策定のためのアンケート調査」を実施しました。また、地域活動の実態や取組を把

握するため、住民自治組織やボランティア団体等各福祉関係団体を対象とする「地域福

祉活動団体アンケート調査」を実施しました。 
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Ⅱ 三豊市の現状 

第１節 三豊市の現況 

１．三豊市の状況 

（１）地勢 

本市は香川県の西部に位置し、徳島県に隣接しています。総面積は 222.73km2で

あり、県の総面積 1,876.73km2のうち約 12％を占めています。気候は瀬戸内式気候

に属し、降水量は概ね年間 1,200 ㎜前後、平均気温は 15～17℃となっており、温暖

な気候に恵まれています。 

交通では、市内を高松自動車道が通り、さぬき豊中インターチェンジ、三豊鳥坂イン

ターチェンジを有しています。また、国道 32 号を通じて井川池田インターチェンジと

連絡し、高松、松山、高知、徳島、岡山など各方面に向け、交通の利便性が高い地域と

なっています。また、ＪＲ予讃線、土讃線が市内を通っており、特に高瀬駅、詫間駅は

特急の停車駅となっているほか、土讃線の分岐点であるＪＲ多度津駅にも近いなど、高

松空港を含め、交通の結節点に近く、交通条件に恵まれた地域です。 

■三豊市の地勢■ 

観音寺市 

多度津町 

善通寺市 

琴平町 

まんのう町 

財田町 
山本町 

高瀬町 

三野町 

豊中町 

仁尾町 

詫間町 

三豊市 
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（２）人口の現況 

平成 12 年以降の総人口を見ると、減少傾向にあります。この 15 年間では約 8,000

人減少しています。生産年齢人口と年少人口は減少しているものの、高齢者人口は増加

傾向にあり、高齢者人口比率（高齢化率）も上昇傾向にあります。平成 27 年には市民

の３人に１人以上が高齢者となっています。 

■年齢３区分別人口とその比率の推移■ 

単位：人、％ 

 
平成 12 年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 

総人口 73,494 71,180 68,512 65,524 

年少人口（15歳未満） 9,997 8,920 8,346 7,754 

 
年少人口比率 13.6 12.5 12.2 11.8 

生産年齢人口（15～64歳） 44,515 42,254 39,478 35,192 

 
生産年齢人口比率 60.6 59.4 57.6 53.7 

高齢者人口（65歳以上） 18,970 20,006 20,623 22,441 

 
高齢者人口比率 25.8 28.1 30.1 34.2 

資料：国勢調査 

注）総人口には平成 12 年（12 人）、平成 22 年（65 人）、平成 27 年（137 人）の年齢不詳人

口が含まれるため、年齢３区分別人口の和と一致しないことがある。 

 

 

■年齢３区分別人口の推移■ 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

注）総人口には平成 12 年（12 人）、平成 22 年（65 人）、平成 27 年（137 人）の年齢不詳人

口が含まれるため、年齢３区分別人口の和と一致しないことがある。 

 

9,997 8,920 8,346 7,754

44,515 42,254 39,478
35,192

18,970
20,006

20,623
22,441

73,494
71,180

68,512
65,524

0

40,000

80,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

高齢者人口

生産年齢人口

年少人口
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（３）世帯の現況 

本市の世帯数は平成 22 年までは増加傾向にありましたが、平成 27 年には減少して

います。１世帯当たりの人員については、平成 22 年までは３人以上で推移していまし

たが、平成 27 年には３人を割り込み、2.89 人となっています。 

■総人口と世帯数の推移■ 

単位：人、世帯 

 
平成 12 年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 

総人口 73,494 71,180 68,512 65,524 

世帯数 22,087 22,661 22,828 22,711 

１世帯当たり人員 3.33 3.14 3.00 2.89 

資料：国勢調査 

注）総人口には平成 12 年（12 人）、平成 22 年（65 人）、平成 27 年（137 人）の年齢不詳人

口を含む。 

 

 

■世帯数と１世帯当たり人員の推移■ 

単位：世帯、人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

注）総人口には平成 12 年（12 人）、平成 22 年（65 人）、平成 27 年（137 人）の年齢不詳人

口を含む。 

22,087 22,661 22,828 22,711

3.33
3.14

3.00
2.89

1.00

2.00

3.00

4.00

0

20,000

40,000

60,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

世帯数

１世帯当たり人員
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２．地域福祉における状況 

（１）支援を必要とする人の現状 

①子ども 

本市に居住する 18 歳未満の人口は平成 29 年４月１日現在、9,731 人となってお

り、全人口のうち 14.5％を占めています。最も子どもの数が多いのは高瀬町で 2,244

人となっています。 

■子どもの状況（平成 29 年）■ 

単位：人、％ 

地区 総人口 18歳未満人口 18歳未満人口比率 

高瀬町 15,407 2,244 14.6 

山本町 6,931 936 13.5 

三野町 9,568 1,534 16.0 

豊中町 11,528 1,797 15.6 

詫間町 13,733 1,892 13.8 

仁尾町 6,019 802 13.3 

財田町 4,018 526 13.1 

合計 67,204 9,731 14.5 

資料：住民基本台帳（平成 29 年４月１日） 

 

 

■総人口と 18 歳未満人口（平成 29 年）■ 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（平成 29 年４月１日） 
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②高齢者 

高齢者数の推移を見ると、高齢者数全体は増加傾向にあります。15 年間で「65～

74 歳（前期高齢者）」の人口は 94 人の増加となっているのに対し、「75 歳以上（後

期高齢者）」の人口は 3,377 人増加しています。75 歳以上の人口割合が増加すること

で、より高齢化が進んでいることがうかがえます。 

■高齢者数と高齢化率の推移■ 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

また、高齢者世帯について見ると、「高齢者のいる世帯」は高齢化に伴って増加傾向

にあります。また、「うち夫婦のみの世帯」、「うち単独世帯」も増加傾向にあります。

この 15 年間で「うち夫婦のみの世帯」は 961 世帯、「うち単独世帯」は 1,077 世帯

増加しています。なお、高齢夫婦世帯（夫 65 歳以上妻 60 歳以上の１組のみの一般世

帯）は平成 27 年には 3,466 世帯となっています。 

■高齢者のいる世帯数の推移■ 

単位：世帯、％ 

世帯区分 平成 12 年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 

一般世帯数 22,087 22,661 22,828 22,711 

高齢者のいる一般世帯 12,258 12,612 12,945 13,749 

（全世帯比） 55.5 55.7 56.7 60.5 

 

うち夫婦のみの世帯 2,612 2,970 3,209 3,573 

（全世帯比） 11.8 13.1 14.1 15.7 

うち単独世帯 1,636 1,882 2,197 2,713 

（全世帯比） 7.4 8.3 9.6 11.9 

高齢夫婦世帯 2,498 2,893 3,127 3,466 

（全世帯比） 11.3 12.8 13.7 15.3 

資料：国勢調査 
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■高齢者のいる世帯数の推移■ 

単位：世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

平成 27 年度から平成 29 年度における要介護（要支援）認定者数について見ると、

要介護（要支援）認定者数は増加傾向にあります。特に「要介護２」の認定者数が増加

しています。認定率全体としては大きな変動は見られません。 

平成 37 年（2025 年）には団塊の世代が後期高齢者となるため、今後要介護（要

支援）認定者数が増加すると見込まれており、全国的な課題の１つとなっています。 

■要介護（要支援）認定者数の推移■ 

単位：人、％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域包括ケアシステム「見える化」システム（各年３月末日） 
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③障害者 

本市に居住する障害者手帳所持者数の推移を見ると、全体として微減で推移していま

す。身体障害者手帳所持者数は減少傾向で推移していますが、療育手帳所持者数、精神

障害者保健福祉手帳所持者数は増加傾向にあります。 

■障害者手帳所持者数の推移■ 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（各年４月１日） 

 

 

身体障害者手帳所持者数について見ると、全体では減少傾向にあります。中でも「４

級」、「３級」、「２級」は大きく減少しています。 

■身体障害者手帳所持者数の推移■ 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（各年４月１日） 
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療育手帳所持者数は平成 25 年度には 456 人でしたが、平成 29 年度には 505 人

と、増加傾向にあります。特に「B（軽度）」が大きく増加しています。 

■療育手帳所持者数の推移■ 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（各年４月１日） 

 

 

精神障害者保健福祉手帳所持者数についても増加傾向にあり、平成29年度には246

人となっています。特に「３級（軽度）」が増加傾向にあります。 

■精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移■ 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（各年４月１日） 
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④その他支援を必要とする人 

生活保護の受給世帯と世帯に属する人員は以下の通りとなっています。生活保護世帯

はほぼ横ばいで推移しています。 

■生活保護の受給世帯と世帯に属する人員■ 

単位：世帯、人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課 
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（２）支援の提供体制の現状 

①社会福祉協議会 

三豊市社会福祉協議会は、社会福祉法第 109 条において、地域福祉の推進を図るこ

とを目的とする団体として位置づけられており、誰もが安心して暮らすことができる福

祉のまちづくりを推進しています。 

行政や民生委員・児童委員、自治会や教育機関、各種団体等との連携を密にし、関係

機関の理解を得ながら、実施事業における地域福祉活動拠点の確保を図るとともに、地

域福祉推進の中核として、高齢者、障害のある人、子育て中の人などの各分野における

支援活動を充実させ、地域のニーズに対して包括的に生活を支援するサービスを推進し

ています。 

■三豊市社会福祉協議会組織図■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：社会福祉協議会（平成 29 年４月１日） 

評議員会 

（議決機関） 

（17 名） 

理事会（意思決定機関） 

（11 名） 

（会長１名・副会長２名） 

監事 

（２名） 

総務課 

地域福祉推進課 

在宅福祉サービス課 

事務局長（常務理事） 

高瀬支所 

三野支所 

豊中支所 

ファミリー・サポート・センター 

詫間支所 

山本支所 

財田支所 

仁尾支所 

財田町デイサービスセンター 
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②民生委員・児童委員 

「民生委員」とは、社会奉仕の精神をもって、常に住民の立場に立って相談に応じ、

必要な援助を行うことを役割としており、「児童委員」を兼任しています。また、「主任

児童委員」は地域の子どもたちが元気に安心して暮らせるよう、子どもたちを見守ると

ともに、子育ての不安や妊娠中の心配事などの相談・支援等を行っています。 

各地区の民生委員・児童委員の数は、以下の通りとなっています。 

■民生委員・児童委員数（平成 29 年）■ 

単位：人 

地区 高瀬町 山本町 三野町 豊中町 詫間町 仁尾町 財田町 合計 

民生委員・ 

児童委員 
35 18 19 23 36 20 15 166 

資料：福祉課（平成 29 年４月１日） 

③地域活動、ボランティア活動 

自主的に社会事業等に参加し、奉仕活動を行うボランティア団体は、本市には 149

団体あり、団体に所属する会員は 4,672 人となっています。個人では 45 人となって

おり、登録人数全体では 4,717 人となっています。 

第２期計画策定時における登録人数の合計は 4,401 人となっていましたが、この５

年間では約 300 人増加していることがわかります。 

■ボランティア団体等の状況（平成 29 年）■ 

単位：団体、人 

地区 高瀬町 山本町 三野町 豊中町 詫間町 仁尾町 財田町 合計 

団体数 30 26 22 10 44 10 7 149 

会員数 1,034 1,072 453 826 586 556 145 4,672 

個人 13 4 14 4 4 3 3 45 

登録人数

の合計 
1,047 1,076 467 830 590 559 148 4,717 

資料：社会福祉協議会（平成 29 年 10 月１日） 

■（参考）ボランティア団体等の状況（平成 24 年）■ 

単位：団体、人 

地区 高瀬町 山本町 三野町 豊中町 詫間町 仁尾町 財田町 合計 

団体数 30 28 7 13 26 12 1 117 

会員数 1,040 824 182 906 599 703 7 4,261 

個人 7 34 96 1 0 0 2 140 

登録人数

の合計 
1,047 858 278 907 599 703 9 4,401 

資料：社会福祉協議会（平成 24 年４月１日） 

                                                   

 

 ボランティア：一般的には、自発的な意志に基づき他人や社会に貢献する行為、あるいはその行為を行う人。 
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④子育て支援活動 

本市では、地域子育て支援拠点として市内６箇所に設置し、家庭で子育てをしている

人やその子どもを対象に、打ち解けた雰囲気の中で語り合い、交流を図る場を提供し、

子育てに関する相談や指導、育児支援を実施しています。 

■地域子育て支援拠点の利用状況（平成 28 年度）■ 

単位：人 

地域子育て支援拠点 延べ利用者数 

高瀬地域子育て支援センター 12,740 

仁尾地域子育て支援センター 4,084 

サニーハウス（豊中地域子育て支援センター） 6,914 

ピヨピヨカンパニー（やまもと広場） 3,402 

すくすくランド（出張みの広場） 1,579 

すくすくランド（たくま広場） 8,312 

合計 37,031 

資料：子育て支援課 
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預かり保育や放課後児童クラブ、一時保育の利用については、以下の通りです。 

■預かり保育・放課後児童クラブの利用状況（平成 28 年度）■ 

単位：人 

地区 

預かり保育 放課後児童クラブ 

登録者数 延べ利用者数 登録者数 延べ利用者数 

高瀬町 115 14,246 236 29,756 

山本町 28 3,541 131 12,444 

三野町 92 12,956 186 22,534 

豊中町 191 28,864 240 31,760 

詫間町 73 7,814 187 24,691 

仁尾町 58 8,788 58 8,150 

財田町 43 6,634 64 7,770 

合計 600 82,843 1,102 137,105 

資料：子育て支援課 

 

■一時保育の利用状況（平成 28 年度）■ 

単位：人 

施設名 延べ利用人数 活動日 時間 活動場所 

豊中保育所 422 月～金 8：30～16：00 豊中保育所 

チャイルドハウス 

みとよ 
2,290 月～土 8：30～17：30 

チャイルドハウス 

みとよ 

託児ルーム★すくすく 522 月～金 8：30～16：30 
詫間支所 

南庁舎 

サニーハウス 192 月～金 8：30～16：30 
豊中地域子育て 

支援センター 

資料：子育て支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

※預 か り 保 育：幼稚園の教育時間終了後または長期休業中に、保護者の就労など、

家庭の事情により保育を希望する幼児を預かります。 

※放課後児童クラブ：小学校に就学している児童のうち、保護者の就労等、家庭の事情

により昼間保護者のいない児童の健全な育成を支援することを目

的に、生活の場を確保し、遊びや活動の提供を行います。 

※一 時 保 育：短時間勤務等、就労形態の多様化や保護者の傷病による緊急時の

保育及び保護者の育児に伴う心理的、肉体的負担等に対応するた

めの支援として、一時的に保育所で児童を預かる制度です。 
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また、子ども同士や家族のふれあいの場として、親子で自由に遊んだり、おやつを作

ったり、季節の行事を行う「育児サークル」があります。 

育児サークルは豊中町で活動しています。 

■育児サークルの利用状況（平成 28 年度）■ 

単位：人 

サークル名 延べ利用者数 活動日 時間 活動場所 

豊中ふれあい広場 1,892 第２・３・４木曜日 
9：30 

～11：00 
豊中町保健センター 

資料：子育て支援課 

 

 

⑤医療・社会福祉施設等 

病院や診療所などの配置については以下の通りです。 

■病院・一般診療所・歯科診療所の状況■ 

単位：施設、床 

 

病院 一般診療所 歯科診療所 

施設数 病床数 施設数 病床数 施設数 

高瀬町 3 231 9 19 5 

山本町 1 156 3 - 2 

三野町 - - 3 19 3 

豊中町 - - 7 - 5 

詫間町 3 345 8 19 4 

仁尾町 - - １ - 2 

財田町 - - 1 - - 

合計 7 732 32 57 21 

資料：西讃保健福祉事務所 

 

 

 

 

 

 

 

 

※病 院：医業を行うための場所のうち、20 床以上の病床を有するもの。 

※一般診療所：医業を行うための場所のうち、病床数を有さないもの、または 19 床以下

の病床を有するもの。 
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社会福祉施設の配置については以下の通りです。 

■社会福祉施設の状況■ 

単位：箇所 

 
高瀬町 山本町 三野町 豊中町 詫間町 仁尾町 財田町 合計 

福祉事務所 1 
      

1 

養護老人ホーム 
   

1 
   

1 

特別養護老人ホーム 2 3 1 1 2 2 1 12 

軽費老人ホーム 
  

1 
 

1 
  

2 

有料老人ホーム 
  

1 1 2 1 
 

5 

老人福祉センター 
  

2 
 

1 
  

3 

老人デイサービスセンター 6 5 5 2 9 2 2 31 

生活支援ハウス 
      

1 1 

老人介護支援センター 1 1 1 1 1 1 1 7 

保育所 2 1 1 3 3 1 1 12 

子育て支援センター 1 
  

1 
 

1 
 

3 

児童館 1 
  

2 
 

1 
 

4 

隣保館 1 
  

1 
 

1 
 

3 

介護老人保健施設 1 
 

1 
 

1 1 
 

4 

障害者グループホーム・

ケアホーム 
1 

      
1 

障害者相談支援事業所 2 
      

2 

障害者支援施設 2 
      

2 

地域活動支援センター 1 
      

1 

社会福祉センター 
  

1 
    

1 

市町保健センター 
 

1 1 1 
  

1 4 

資料：福祉課、介護保険課、健康課、子育て支援課、人権課（平成 29 年４月１日現在） 
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３．アンケート調査の結果 

（１）アンケート調査の実施概要 

本計画を策定するにあたって、三豊市内に居住する一般市民を対象とする「三豊市地

域福祉計画策定のためのアンケート調査」を実施しました。 

また、三豊市内で活動している福祉団体等を対象に、「地域福祉活動団体アンケート

調査」を実施しました。各アンケートの実施概要は以下の通りです。 

■アンケート調査の実施概要■ 

調 査 種 別 
三豊市地域福祉計画策定のためのア

ンケート調査（一般市民アンケート） 

地域福祉活動団体アンケート調査 

（地域福祉活動団体アンケート） 

調 査 対 象 者 一般市民 三豊市内で活動する福祉団体等 

配 布 数 2,000票 7票 

有 効 回 収 数 

（有効回収率） 

858票 

（42.9％） 

7票 

（100.0％） 

抽 出 方 法 無作為抽出  

調 査 方 法 郵送配布・郵送回収 郵送配布・郵送回収 

調 査 時 期 平成 29年 8月 平成 29年 8月 
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（２）アンケート結果の概要 

①一般市民アンケート 

【回答者の属性について】 

回答者の属性は以下の通りです。高齢になるほど回答者数が多くなっています。 

■性別■ 

 

 

 
 

■年齢■ 

 

 

 

 

■居住地■ 

 

 

 

 

■居住年数■ 

 

 

 

 
 

■職業■ 

 

 

 

 

 

■世帯構成■ 

 

 

 

 

43.2 54.8

2.0

男性 女性 無回答

ｎ

858

（％）

全体

4.4

8.2 12.7 12.9 23.5 37.3

0.9

20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上 無回答

ｎ

858

（％）

全体

21.9 9.8 15.2 18.5 19.6 8.9 5.5

0.7

高瀬町 山本町 三野町 豊中町 詫間町 仁尾町 財田町 無回答

ｎ

858

（％）

全体

1.3 2.6 2.4

8.6 84.3

0.8

１年未満 １年以上
５年未満

５年以上
10年未満

10年以上
20年未満

20年以上 無回答

ｎ

858

（％）

全体

26.3 5.5

3.5 2.4

9.3

0.6

11.4 34.4

4.5 2.0

会社員･

団体職

員

農林漁

業自営

業

商工業

等自営

業

自由業 パート･

アルバ

イト

学生 家事

専業

無職 その他 無回答

ｎ

858

（％）

全体

7.3 25.6 37.6 22.3 5.7

1.4

一人暮らし 夫婦だけの
世帯

親と子の二
世代同居世

帯

親・子・孫
の三世代同

居世帯

その他 無回答

ｎ

858

（％）

全体



24 

【回答者の生活の状況について】 

現在の生活での不安や悩みについて尋ねたところ、「自身の健康・病気・介護」が第

１位となっており、次いで「家族の健康・病気・介護」、「老後の生活」、「収入」などと

なっています。自身あるいは家族の健康に不安を感じている、あるいは健康問題を抱え

ている人が多いことがうかがえます。 

■現在の生活での不安や悩み■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答。 

 

57.8

53.6

52.4

40.4

27.3

20.2

11.7

9.7

9.2

7.9

5.7

2.9

1.4

5.2

0 10 20 30 40 50 60 70

自身の健康・病気・介護

家族の健康・病気・介護

老後の生活

収入

災害時の対応

子ども・孫の成長

自身の仕事

家族の仕事

人間関係

社会・経済情勢

恋愛・結婚

治安

その他

特にない

（％）n=858
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悩み事を相談する相手はいるか尋ねたところ、「いる」が８割強を占めています。一

方、「いないので、相談できる相手が欲しい」が１割弱を占めています。大半の人は相

談相手がいると考えられますが、相談相手を必要としながら相談できないという人もい

ることがわかります。 

■悩み事を相談する相手はいるか■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

82.3 7.3 8.9

1.5

76.5 8.1 13.7

1.6

87.2 6.6 5.1

1.1

83.3 5.6 11.1

0.0

83.5 7.3 8.3

0.9

87.4 5.4 7.2

0.0

79.7 7.4 12.4

0.5

81.3 8.4 6.9

3.4

82.4 8.0 8.5

1.1

85.7 7.1 7.1

0.0

81.5 6.9 11.5

0.0

81.1 6.3 10.7

1.9

82.1 7.7 6.5

3.6

84.2 5.3 7.9

2.6

78.7 10.6 10.6

0.0

いる いないので、相談
できる相手が欲し

い

いないが、今後も
必要ない

無回答

ｎ

858

371

470

108

109

111

202

320

188

84

130

159

168

76

47

性
別

年
齢

居
住
地

全体

男性

女性

20・30代

40代

50代

60代

70歳以上

高瀬町

山本町

三野町

豊中町

詫間町

仁尾町

財田町

（％）
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【地域での生活について】 

「地域」として考える範囲について尋ねたところ、「自治会」が５割弱を占めていま

す。半数程度の人が「自治会」を「地域」として捉えていることがうかがえます。 

前回よりも「自治会」と回答した人の割合が高くなっているのに対し、「三豊市全体」

と回答した人の割合は低下しています。 

■「地域」の範囲■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■（参考）前回調査の結果■ 

 

 

 

 

 

 

 

13.1 48.1 16.4 5.5 13.4

0.8 2.7

9.2 52.0 18.6 6.2 10.2

1.3 2.4

15.3 45.7 15.1 5.1 16.2

0.4 2.1

7.4 40.7 18.5 10.2 20.4

1.9 0.9

3.7

41.3 27.5 10.1 14.7

1.8 0.9

9.0 45.0 20.7 5.4 18.0

0.0 1.8

8.4 51.0 19.8 6.9 11.4

1.0 1.5

21.9 52.2 8.8

1.6

10.3

0.3 5.0

11.2 43.1 21.8 8.0 13.8

0.5 1.6

9.5 58.3 17.9

0.0

11.9

1.2 1.2

11.5 46.9 16.2 8.5 13.1

0.0 3.8

15.7 43.4 16.4

4.4

17.6

0.0 2.5

12.5 53.0 12.5 5.4 11.3

1.8 3.6

17.1 48.7 14.5

2.6

10.5

1.3

5.3

12.8 51.1 12.8 6.4 14.9

2.1 0.0

となり近所 自治会 小学校区 中学校区 三豊市全体 その他 無回答

ｎ

858

371

470

108

109

111

202

320

188

84

130

159

168

76

47

性
別

年
齢

居
住
地

全体

男性

女性

20・30代

40代

50代

60代

70歳以上

高瀬町

山本町

三野町

豊中町

詫間町

仁尾町

財田町

（％）

7.2

3.6

42.8

38.4

44.9

42.0

52.7

26.1

29.6

27.8

11.6

9.1

7.6

18.6

19.9

14.3

16.5

20.4

20.7

18.8

16.4

2.3

3.6

2.2

3.1

0.8

1.9

1.8

2.3

4.9

1.9

4.1

2.8

3.5

40.1

53.7

33.8

26.8

7.9

21.2

9.1

10.3

14.5

2.0

10.0

14.5

16.5

1.4

1.8

1.3

2.0

1.5

4.3

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=893)

高瀬町(N=211)

山本町(N=98)

三野町(N=133)

豊中町(N=157)

詫間町(N=164)

仁尾町(N=69)

財田町(N=55)

となり近所 自治会（町内会など） 小学校区

中学校区 三豊市全体 その他

無回答
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近所づきあいについて尋ねたところ、「つきあいはしているが、あまり親しくはない」

が４割強を占めており、「親しくつきあっている」は３割強となっています。属性別に

見ると、40 代以降では高齢になるにつれて「親しくつきあっている」の割合が高くな

る傾向にあります。 

■近所づきあいについて■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■（参考）前回調査の結果■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.4 43.0 17.0 6.2

1.4

32.3 45.3 16.7

4.9 0.8

31.5 41.9 17.7 7.2

1.7

20.4 31.5 25.0 23.1

0.0

11.0 49.5 30.3 9.2

0.0

20.7 56.8 19.8

2.7 0.0

34.2 46.5 13.9

4.5 1.0

45.9 37.8 11.3

1.9 3.1

24.5 50.0 18.1 6.9

0.5

34.5 39.3 17.9 7.1

1.2

34.6 40.0 17.7 7.7

0.0

35.8 44.0 14.5

4.4 1.3

33.9 38.7 17.9 6.0

3.6

30.3 42.1 18.4 6.6

2.6

36.2 44.7 14.9

4.3 0.0

親しくつき
あっている

つきあいはし
ているが、あ

まり親しくは
ない

あまりつき
あっていない

つきあいはし
ていない

無回答

ｎ

858

371

470

108

109

111

202

320

188

84

130

159

168

76

47

性
別

年
齢

居
住
地

全体

男性

女性

20・30代

40代

50代

60代

70歳以上

高瀬町

山本町

三野町

豊中町

詫間町

仁尾町

財田町

（％）

37.7

43.6

39.4

41.7

52.0

38.2

14.3

13.0

7.3

10.2

1.9

2.4

7.3

0.7

1.8

36.3

36.0

30.6

39.5

34.1

36.1

42.0

39.1

36.0

31.2

15.2

12.2

14.7

17.1

17.2

9.0

1.8

4.7

2.0

7.2

7.1

10.4

0.8

1.3

1.9

2.0

0.6

0.5

1.0

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=893)

高瀬町(N=211)

山本町(N=98)

三野町(N=133)

豊中町(N=157)

詫間町(N=164)

仁尾町(N=69)

財田町(N=55)

親しくつきあっている
つきあいはしているが、あまり親しくはない
あまりつきあっていない
つきあいはしていない
わからない
無回答
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地域のつながりがあるかどうかについて尋ねたところ、「つながりがあると思う」は

５割弱を占めています。一方、「あまりつながりはないと思う」は４割弱を占めていま

す。なお、前回調査時よりも「つながりがあると思う」の割合は低下しています。 

年齢別に見ると、若年層ほど「あまりつながりはないと思う」の割合が高くなる傾向

がうかがえます。 

■地域のつながりがあるほうだと思うか■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■（参考）前回調査の結果■ 

 

49.8 35.8 13.2

1.3

52.0 36.1 11.1

0.8

47.9 36.2 14.7

1.3

32.4 51.9 15.7

0.0

34.9 45.9 18.3

0.9

45.9 43.2 9.9

0.9

50.0 35.1 14.4

0.5

62.2 24.4 10.9

2.5

46.3 40.4 11.2

2.1

58.3 29.8 11.9

0.0

46.9 40.8 11.5

0.8

52.2 32.1 15.1

0.6

48.8 35.7 13.7

1.8

44.7 38.2 14.5

2.6

61.7 21.3 17.0

0.0

つながりがあると
思う

あまりつながりは
ないと思う

わからない 無回答

ｎ

858

371

470

108

109

111

202

320

188

84

130

159

168

76

47

性
別

年
齢

居
住
地

全体

男性

女性

20・30代

40代

50代

60代

70歳以上

高瀬町

山本町

三野町

豊中町

詫間町

仁尾町

財田町

（％）

62.3

56.4

39.4

39.8

35.7

27.3

9.0

4.3

12.7

1.9

48.9

48.2

52.2

53.1

52.6

52.2

43.9

42.1

41.4

33.3

1.9

8.5

7.1

9.2

7.1

1.2

1.3

2.0

0.5

3.6

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=893)

高瀬町(N=211)

山本町(N=98)

三野町(N=133)

豊中町(N=157)

詫間町(N=164)

仁尾町(N=69)

財田町(N=55)

つながりがあると思う あまりつながりはないと思う わからない 無回答
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支援が必要になった時にしてほしい支援については、「緊急時や災害時の手助け」が

第１位となっており、次いで「安否確認等の定期的な声かけ・見守り」、「話し相手・相

談相手」などとなっています。災害など非常時の支援を求める意見が多くなっているほ

か、日常的な声かけや相談などを求める意見も多く見られています。 

前回調査と比較しても、上位３項目に大きな変動はありません。 

■支援が必要になった時にしてほしい支援■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答。 

 

■（参考）前回調査の結果■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

61.4

50.8

33.9

22.3

19.7

15.0

13.4

1.0

6.6

0 10 20 30 40 50 60 70

緊急時や災害時の手助け

安否確認等の定期的な声かけ・見守り

話し相手・相談相手

買い物の手伝い

子どもや介護を要する人等の短時間の預かり

家事の手伝い

外出の手伝い

その他

特にない

（％）n=858

68.6%

59.0%

38.5%

20.9%

19.9%

14.4%

12.9%

0.4%

6.6%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80%

緊急時や災害時の手助け

安否確認等の定期的な声かけ・見守り

話し相手・相談相手

子どもや介護を要する人等の短時間の預かり

買い物の手伝い

家事の手伝い

外出の手伝い

その他

特にない

無回答

※複数回答。 
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反対に、支援が必要な人にできる支援については、「あいさつや安否確認などの声か

け」が第１位となっており、次いで「災害時の避難支援・安否確認」、「話し相手・相談

相手」などとなっています。多くの人が日常的な声かけについてはできると回答してい

ます。 

前回調査と比較すると、上位３項目に大きな違いは見られません。 

■支援が必要な人にできる支援■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答。 

 

■（参考）前回調査の結果■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

62.9

38.5

32.8

20.5

15.4

14.8

13.8

10.3

8.6

7.8

7.3

5.7

5.4

4.5

3.3

1.3

10.1

0 10 20 30 40 50 60 70

あいさつや安否確認などの声かけ

災害時の避難支援・安否確認

話し相手・相談相手

ごみ出し

買い物の手伝い・代行

子どもの登下校時の見守り

防犯のための巡回

外出の同行

手紙の代筆・電話かけ

玄関前などの掃除・庭の手入れ

短時間の子守り

幼稚園などへの送り迎え

住居内の荷物の移動

新聞や本の代読

食事の用意

その他

特にない

（％）n=858

66.2%

61.3%

41.7%

22.2%

10.3%

10.1%

7.5%

1.5%

6.2%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80%

安否確認等の定期的な声かけ・見守り

緊急時や災害時の手助け

話し相手・相談相手

買い物の手伝い

外出の手伝い

家事の手伝い

子どもや介護を要する人等の短時間の預かり

その他

特にない

無回答

※複数回答。 
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地域での問題を解決する一番よい方法について尋ねたところ、「住民同士で協力して

解決したい」が５割弱を占めている一方、「行政に解決してくれるようにお願いしたい」

が４割弱を占めています。 

■地域での問題を解決する一番よい方法■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■（参考）前回調査の結果■ 

 

 

 

 

46.0 9.0 37.5

3.0 4.4

46.9 7.3 39.1

3.0 3.8

46.0 10.2 36.6

3.0 4.3

34.3 17.6 42.6

3.7 1.9

32.1 9.2 52.3

4.6 1.8

42.3 8.1 45.0

1.8 2.7

56.4

4.0

34.7

3.5 1.5

49.4 9.7 30.0

2.5

8.4

47.3 9.0 37.8

3.7 2.1

40.5 10.7 41.7 6.0

1.2

41.5 7.7 37.7 5.4 7.7

47.8 8.8 35.8

1.9

5.7

51.2 11.3 32.7

0.6 4.2

43.4 6.6 40.8

2.6

6.6

44.7 6.4 44.7

2.1 2.1

住民同士で協
力して解決し

たい

地域のことに
熱心な人たち

に任せておき
たい

行政に解決し
てくれるよう

にお願いした
い

その他 無回答

ｎ

858

371

470

108

109

111

202

320

188

84

130

159

168

76

47

性
別

年
齢

居
住
地

全体

男性

女性

20・30代

40代

50代

60代

70歳以上

高瀬町

山本町

三野町

豊中町

詫間町

仁尾町

財田町

（％）

43.5

58.2

7.1

6.6

6.1

11.6

1.8

32.2

32.7

39.8

34.8

30.9

3.8

4.5

5.2

5.1

4.3

8.7

3.6

48.1

53.7

54.1

53.1

54.5

52.6

9.6

6.7

6.0

29.3

34.1

33.3

1.2

2.6

1.4

3.1

1.4

5.5

3.8 2.3

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=893)

高瀬町(N=211)

山本町(N=98)

三野町(N=133)

豊中町(N=157)

詫間町(N=164)

仁尾町(N=69)

財田町(N=55)

自分たちの生活に関わることだから、住民同士で協力して解決したい
地域のことに熱心な人たちが考えてくれるので、その人たちに任せておきたい
行政に解決してもらえるように、積極的にお願いしていきたい
その他
無回答
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【福祉に関する考え等について】 

福祉について関心があるかについて尋ねたところ、全体で「ある程度関心がある」が

50.6％、「とても関心がある」が 12.1％を占めており、これらを合わせた“関心があ

る”は６割強となっています。前回調査と比較すると、“関心がある”と回答した割合

は低下しています。 

■福祉について関心があるか■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■（参考）前回調査の結果■ 

 

 

12.1 50.6 18.9

1.7

11.1 5.6

11.6 47.4 23.2

3.0

10.5

4.3

12.1 54.0 15.5

0.9

11.3 6.2

7.4 37.0 25.9 8.3 18.5

2.8

7.3 47.7 23.9
1.8

18.3
0.9

4.5

57.7 25.2

0.0

9.0

3.6

13.4 57.9 14.9

0.5

8.4

5.0

16.9 49.1 15.3

0.9

8.4 9.4

13.3 51.6 20.7

1.1

9.0

4.3

9.5 46.4 20.2

3.6

17.9

2.4

6.9 56.9 19.2

1.5

10.0 5.4

15.7 49.7 18.2

0.6

7.5 8.2

8.9 53.6 20.2

1.8

9.5 6.0

15.8 43.4 13.2

3.9

18.4 5.3

17.0 42.6 14.9

2.1

14.9 8.5

とても関心
がある

ある程度関

心がある

あまり関心
がない

全く関心が
ない

わからない 無回答

ｎ

858

371

470

108

109

111

202

320

188

84

130

159

168

76

47

性
別

年
齢

居
住
地

全体

男性

女性

20・30代

40代

50代

60代

70歳以上

高瀬町

山本町

三野町

豊中町

詫間町

仁尾町

財田町

（％）

13.0

21.8

60.7

58.3

65.3

63.8

50.9

21.3

15.3

19.5

17.4

20.0

0.6

5.7

7.5

7.6

7.3

0.9

0.8

13.0

11.8

13.3

14.0

11.0

12.0 60.2

62.2

62.4

17.7

18.3

11.5

1.9

0.7

0.6

2.9

3.1

4.9

5.7 2.2

3.1

3.8

3.0

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=893)

高瀬町(N=211)

山本町(N=98)

三野町(N=133)

豊中町(N=157)

詫間町(N=164)

仁尾町(N=69)

財田町(N=55)

とても関心がある ある程度関心がある あまり関心がない

全く関心がない わからない 無回答
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【ボランティア活動等について】 

福祉に関わるボランティアや NPO活動、地域活動等への参加状況について尋ねたと

ころ、「参加していない」が９割弱を占めており、「参加している」は１割強にとどまっ

ています。若年層と比べると、60 代以上の「参加している」の割合が高くなっていま

すが、最大でも１割半ばにとどまっている状況にあります。 

■福祉に関わる活動等への参加状況■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   

 

 NPO：「Non-Profit Organization」または「Not-for-Profit Organization」の略称で、様々な社会貢献活動を行い、

団体の構成員に対し、収益を分配することを目的としない団体の総称。「特定非営利活動促進法」に基づき法人格

を取得した法人は「特定非営利活動法人（NPO 法人）」という。 

11.3 85.1
3.6

10.5 86.0

3.5

11.7 84.5

3.8

6.5 93.5

0.0

5.5 93.6

0.9

5.4 92.8

1.8

12.4 84.2

3.5

16.3 77.2 6.6

12.8 84.0

3.2

9.5 88.1

2.4

10.0 86.2

3.8

11.3 83.0 5.7

12.5 83.9

3.6

11.8 86.8

1.3

6.4 89.4

4.3

参加している 参加していない 無回答
ｎ

858

371

470

108

109

111

202

320

188

84

130

159

168

76

47

性
別

年
齢

居
住
地

全体

男性

女性

20・30代

40代

50代

60代

70歳以上

高瀬町

山本町

三野町

豊中町

詫間町

仁尾町

財田町

（％）
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今後福祉ボランティア活動等に参加したいかについて尋ねたところ、「参加したくな

い」が６割弱、「参加したい」が４割弱を占めています。特に 60 代では「参加したい」

が５割強となっています。 

■今後福祉ボランティア活動等に参加したいか■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39.5 55.1 5.4

38.5 57.4

4.0

40.6 53.6 5.7

36.1 63.9

0.0

35.8 63.3
0.9

45.0 54.1

0.9

53.0 41.6 5.4

32.2 57.8 10.0

40.4 54.3 5.3

39.3 57.1

3.6

39.2 56.2

4.6

42.1 53.5

4.4

39.3 57.1

3.6

35.5 55.3 9.2

38.3 48.9 12.8

参加したい 参加したくない 無回答
ｎ

858

371

470

108

109

111

202

320

188

84

130

159

168

76

47

性
別

年
齢

居
住
地

全体

男性

女性

20・30代

40代

50代

60代

70歳以上

高瀬町

山本町

三野町

豊中町

詫間町

仁尾町

財田町

（％）
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【福祉サービスについて】 

福祉に関する情報の入手先については、「市の広報紙・パンフレットなど」が第１位

となっています。市による広報や周知活動は市民にとっても重要なツールの１つである

ことがうかがえます。 

前回調査でも、「市の広報紙・パンフレットなど」が第１位となっています。 

■福祉に関する情報の入手先■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答。 

■（参考）前回調査の結果■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46.6

33.0

26.9

25.4

16.1

16.0

15.6

11.4

9.1

7.7

6.2

0.2

8.4

0 10 20 30 40 50

市の広報紙・パンフレットなど

新聞・雑誌・テレビ・ラジオ

友人・知人

家族・親戚

病院や診療所等

市役所等の相談窓口

地域の活動や行事

インターネットなどの情報媒体

学校・職場

福祉活動をしている民間団体

民生委員・児童委員

その他

特にない

（％）n=858

53.5%

35.1%

22.4%

20.8%

18.5%

15.3%

13.1%

12.0%

8.5%

8.0%

6.9%

1.2%

9.0%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

市の広報紙・パンフレットなど

新聞・雑誌・テレビ・ラジオ

家族・親戚

友人・知人

地域の活動や行事

病院や診療所等

市役所等の相談窓口

学校・職場

インターネットなどの情報媒体

福祉活動をしている民間団体

民生委員・児童委員

その他

特にない

無回答

※複数回答。 
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【福祉全般について】 

三豊市社会福祉協議会については、「名前は知っているが活動内容は知らない」が６

割弱を占めており、「名前も活動内容も知っている」は２割強となっています。また、

「名前も活動内容も知らない」は１割強を占めています。前回調査と比較すると、社会

福祉協議会の存在は市民にも浸透しつつあることがうかがえますが、活動内容について

は、今後も周知を進めていく必要があります。 

■三豊市社会福祉協議会について■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■（参考）前回調査の結果■ 

 

24.7 58.6 11.3 5.4

25.6 56.9 14.3

3.2

23.8 60.6 8.9 6.6

9.3 63.0 27.8

0.0

15.6 67.9 13.8

2.8

18.9 64.9 12.6

3.6

30.7 57.4 7.4

4.5

31.3 52.8 7.2 8.8

28.7 56.4 9.0 5.9

21.4 66.7

3.6

8.3

16.2 67.7 10.8 5.4

28.9 49.7 16.4

5.0

26.8 56.5 13.1

3.6

22.4 57.9 15.8

3.9

19.1 68.1 6.4 6.4

名前も活動内容も
知っている

名前は知っている
が活動内容は知ら

ない

名前も活動内容も
知らない

無回答

ｎ

858

371

470

108

109

111

202

320

188

84

130

159

168

76

47

性
別

年
齢

居
住
地

全体

男性

女性

20・30代

40代

50代

60代

70歳以上

高瀬町

山本町

三野町

豊中町

詫間町

仁尾町

財田町

（％）

10.1

25.5

60.9

58.8

67.3

73.9

54.5

10.4

5.1

15.8

13.0

23.3

28.9

23.5

24.8

19.5

23.3 59.4

64.0

54.8

18.2

12.9

14.0

15.3

1.5

1.8

1.9

4.1

2.9

2.9

2.4

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=893)

高瀬町(N=211)

山本町(N=98)

三野町(N=133)

豊中町(N=157)

詫間町(N=164)

仁尾町(N=69)

財田町(N=55)

名前も活動内容も知っている

名前は聞いたことはあるが活動内容はよくわからない

名前も活動内容も知らない

無回答
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地域の民生委員・児童委員については、「担当・活動内容とも知らない」が４割弱を

占めているほか、「担当は知っているが活動内容は知らない」は３割弱、「担当は知らな

いが活動内容は知っている」が１割強となっています。高齢になるほど「担当・活動内

容とも知っている」の割合が高くなる傾向にありますが、民生委員・児童委員の活動に

ついては、特に若年層への周知を進めていく必要があります。 

■地域の民生委員・児童委員について■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■（参考）前回調査の結果■ 

 

14.9 27.3 14.0 37.2 6.6

17.0 25.1 13.7 39.4

4.9

13.0 28.9 14.3 36.4 7.4

4.6

13.0 10.2 72.2

0.0

2.8

21.1 13.8 57.8

4.6

4.5

27.9 16.2 45.9 5.4

16.3 33.7 15.3 30.7

4.0

25.3 30.0 13.8 20.0 10.9

13.3 28.7 12.2 39.9 5.9

9.5 32.1 17.9 31.0 9.5

8.5 23.8 15.4 44.6 7.7

16.4 25.8 14.5 37.1 6.3

20.8 26.8 15.5 31.5 5.4

21.1 23.7 10.5 39.5 5.3

12.8 36.2 8.5 36.2 6.4

担当・活動内
容とも知って

いる

担当は知って
いるが活動内

容は知らない

担当は知らな
いが活動内容

は知っている

担当・活動内
容とも知らな

い

無回答

ｎ

858

371

470

108

109

111

202

320

188

84

130

159

168

76

47

性
別

年
齢

居
住
地

全体

男性

女性

20・30代

40代

50代

60代

70歳以上

高瀬町

山本町

三野町

豊中町

詫間町

仁尾町

財田町

（％）

8.7

20.0

25.5

27.5

26.5

21.7

34.5

17.1

17.3

18.0

20.3

4.1

15.7

13.3

24.5

14.0

17.7

14.3 15.8

27.4

26.1

14.5

15.9

12.8

14.0

49.6

30.9

39.3

27.6

43.5

39.2

38.4

40.1

5.8

3.7

3.7

2.8

2.3

5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=893)

高瀬町(N=211)

山本町(N=98)

三野町(N=133)

豊中町(N=157)

詫間町(N=164)

仁尾町(N=69)

財田町(N=55)

担当・活動内容とも知っている
担当が誰かは知っているが、活動内容はよくわからない
担当が誰かはわからないが、活動内容は知っている
担当・活動内容とも知らない
無回答



38 

成年後見制度、日常生活自立支援事業について尋ねたところ、「制度の名称は知っ

ているが内容は知らない」が５割弱を占めており、「初めて知った」も３割弱を占めて

います。制度が浸透していないことがうかがえます。 

■成年後見制度、日常生活自立支援事業について■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   

 

 成 年 後 見 制 度：認知症、知的障害、精神障害などの理由で判断能力が不十分な人を保護、支援するため、不動

産や預貯金などの財産を管理したり、生活を送るために必要な契約を結んだりする制度。 

 日常生活自立支援事業：認知症、知的障害、精神障害等により判断能力が不十分な人が地域で自立した生活が送れるよ

うに、利用者との契約に基づいて福祉サービスの利用援助を行う制度。 

20.6 47.1 25.2 7.1

19.1 48.2 27.2 5.4

22.6 46.0 23.4 8.1

19.4 42.6 37.0

0.9

15.6 43.1 36.7

4.6

18.0 48.6 30.6

2.7

28.2 50.5 17.3

4.0

19.4 47.2 20.3 13.1

21.8 44.7 27.1 6.4

14.3 51.2 25.0 9.5

16.9 53.1 23.1 6.9

21.4 50.3 22.6 5.7

27.4 38.1 28.0 6.5

22.4 40.8 26.3 10.5

10.6 63.8 19.1 6.4

制度の名称と内容
について知ってい

る

制度の名称は知っ
ているが内容は知

らない

初めて知った 無回答

ｎ

858

371

470

108

109

111

202

320

188

84

130

159

168

76

47

性
別

年
齢

居
住
地

全体

男性

女性

20・30代

40代

50代

60代

70歳以上

高瀬町

山本町

三野町

豊中町

詫間町

仁尾町

財田町

（％）
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【その他】 

日頃何とかしなければならないと思っていることについては、「独居高齢者や夫婦の

み世帯の暮らしの問題」が第１位、「病気・認知症等の高齢者がいる世帯の問題」が第

２位となっており、高齢者に関する課題が上位２項目を占めています。 

なお、前回調査では「交通機関が少ない」は第７位でしたが、今回は第３位と、順位

を上げています。 

■日頃何とかしなければならないと思っていること■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※複数回答。 

■（参考）前回調査の結果■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39.3

38.0

30.1

25.5

24.9

23.5

21.0

20.7

19.2

17.4

16.3

16.2

16.2

14.9

14.6

12.4

11.3

11.3

11.3

7.3

3.6

2.6

0 10 20 30 40 50

独居高齢者や夫婦のみ世帯の暮らしの問題

病気・認知症等の高齢者がいる世帯の問題

交通機関が少ない

地元の農業や商工業の衰退で働き口が少ない

救急・休日・夜間の診療体制が不十分

住民が気軽に利用できる公共施設が少ない

住民相互のまとまりや助け合いが乏しい

子どもの遊び場等やｽﾎﾟｰﾂの場所が少ない

環境に対する住民の意識が低い

誰もが安心して行き来できる歩道が少ない

公的制度の説明が少ない

障害児・者を抱えている家族の問題

働く親の労働条件に合った保育所等が少ない

医療機関が身近に少ない

子どもの非行やいじめ

道路が体系的に整備されていない

下水道の整備が遅れている

相談にのってくれる窓口や専門職員が少ない

防火・防災施設等が少なく対策が遅れている

医療従事者が少ない

自然や歴史的な町並み・文化の破壊

その他

（％）n=858

38.9%

38.2%

37.3%

27.7%

24.7%

23.4%

22.4%

22.1%

21.4%

19.9%

19.6%

18.8%

18.5%

18.1%

14.2%

12.3%

12.2%

12.1%

10.3%

7.4%

5.7%

1.6%

6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

寝たきり高齢者や病気・認知症などの
高齢者を抱えている世帯の問題

地元の農業や商工業が衰退しており、働き口が少ないこと

高齢者の一人暮らしや夫婦のみ世帯の暮らしの問題

子どもの非行やいじめ

子どもの遊び場や公園、スポーツをする場所が少ないこと

住民相互のまとまりや助け合いが乏しいこと

交通機関が少ないこと

住民が休日等に気軽に利用できる公共施設が少ないこと

環境（ゴミなど）に対する住民の意識が低いこと

誰もが安心して行き来できる歩道が少ないこと

救急・休日・夜間の診療体制が不十分なこと

働く親の労働条件にみあった
保育所や放課後児童クラブが少ないこと

障害児・者を抱えている家族の問題

暮らしや健康・福祉にかかわる
公的制度の説明が少ないこと

医療機関が身近に少ないこと

下水道の整備が遅れていること

暮らしや健康・福祉等で相談にのってくれる
窓口や専門職員が少ないこと

防火・防災施設等が少なく、防災対策が遅れていること

道路が体系的に整備されていないこと

医師や看護師・保健師などの医療従事者が少ないこと

自然や歴史的な町並み・文化が破壊されていること

その他

無回答

※複数回答。 
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②地域福祉活動団体アンケート 

本アンケート調査では、以下のような意見が寄せられました。 

■現在の活動で課題となっていること■ 

○活動の財源確保（４団体） 

○活動のマンネリ化（１団体） 

○活動を担う人材・マンパワー（５団体） 

○構成員の高齢化（３団体） 

○活動拠点・施設の設備（１団体） 

○情報・他団体との連携・ネットワーク（１団体） 

○市民の参加意識（２団体） 

 

■住民と行政の協働に必要なこと■ 

○地域活動の拠点を充実させる（５団体） 

○地域活動団体同士の交流促進や研修を行う（３団体） 

○住民自身が主体的に行う活動を活性化する（５団体） 

○市の施策・事業に関する情報を積極的に公開する（１団体） 

○地域の自主性に任せる事業を増やす（１団体） 

○住民・地域の意見を聞く機会を充実させる（２団体） 

○ボランティア団体・ＮＰＯ等の団体・組織の育成・支援を充実させる（３団体） 

 

■福祉のまちづくりに向けての意見・要望■ 

○特色ある取組について、成果を上げている各種団体の事例を紹介してほしい。 

○民生委員・児童委員の活発的な活動。 

○様々な情報が役員等だけではなく、住民全般にまで広がるような組織化が必要。 

○市の福祉機関の介入が欲しい。 

○幅広い年代層の住民が自主的に参加しやすい活動の場を設けることが必要。 

○障害者の医療費について、負担の軽減が必要。 

○災害が発生した場合の対策が不安。地元の取り決めでは無理なことが決められており、専

門的な見地からの指導が欲しい。 
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４．統計データとアンケート調査結果から見た三豊市の主な課題 

統計データと今回実施した２つの調査から想定される主な課題は以下の通りです。 

①近所づきあいの希薄化 

「親しくつきあっている」の割合は前回調査時よりもわずかに下落していることがわ

かります。また、年齢が上がるにつれて「親しくつきあっている」の割合が高くなる傾

向は変化していませんが、全体的に低くなっており、すべての年齢層で地域とのつなが

りが希薄化していることがうかがえます。「つながりがあると思う」人の割合も前回調

査時よりも下落しており、全体的に低くなっています。 

 

②市民が課題に感じること 

地域で、日頃何とかしなければならないと思っていることについては、高齢者に関す

る課題（「独居高齢者や夫婦のみ世帯の暮らしの問題」・「病気・認知症等の高齢者がい

る世帯の問題」）が上位２項目を占めています。高齢の人の回答率が高くなっているこ

とも調査結果には影響していますが、統計的にみても、人口減少と少子高齢化が本市で

も着実に進行しており、平成 37 年（2025 年）には団塊の世代が後期高齢者（75 歳

以上）となることが見込まれていることから、高齢者に関する課題は今後も本市が地域

と取組む課題の１つであると考えられます。 

また、「交通機関が少ない」が前回調査時では第７位となっていましたが、今回調査

では第３位と、順位が上昇しています。高齢者だけでなく、障害のある人などを含めた

市民の移動手段の確保も、生活課題の１つとなっていることがうかがえます。 

 

③地域福祉を担う主体への支援 

地域福祉活動団体アンケートでは、「活動を担う人材・マンパワー」に課題を感じて

いる団体が多いことがわかります。 

市民アンケート調査を見ると、福祉に関わる活動等への参加状況については、「参加

していない」が９割弱を占めており、「参加している」は１割強にとどまっています。

一方で今後福祉ボランティア活動等に参加したいか尋ねたところ、「参加したい」は４

割弱となっており、ボランティア活動等への参加意向はあっても、実際に参加できてい

ない人がいることが想定されます。 

また、社会福祉協議会や民生委員・児童委員の活動内容について知らない人が回答者

の半数以上を占めており、地域福祉活動を担う主体である各機関や団体等の周知を進め

ていく必要があると考えられます。 

 

                                                   

 

 マンパワー：人的資源、労働力のこと。 
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第２節 社会制度の改正 

１．社会福祉法の一部改正 

平成 29 年６月交付の「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を

改正する法律（平成 29 年法律第 52 号）」により、社会福祉法の一部改正が行われま

した。市町村においては、包括的な支援体制の整備（第 106 条の３）の他、市町村地

域福祉計画の策定（第 107 条）に努めるものとされています。 

 

（１）新たな地域福祉計画のポイント 

社会福祉法の改正により、地域福祉計画の策定は努力義務となっています。地域福祉

計画の策定のポイントは以下の通りとなっています。 

①福祉分野の「上位計画」としての位置づけ 

これまでの福祉施策は、高齢者、障害者、子ども・子育てなど対象者が区分されてお

り、それぞれ根拠法令を異にする計画を策定することによって、各福祉サービスを提供

してきました。一方で、少子高齢化や経済の停滞、地域力の低下などといった課題が進

行しており、「ダブルケア」などの複合的な課題や制度の狭間となっているために必要

な支援が受けられない課題などが深刻化しています。 

こうした課題に対し、既存の福祉に関連する計画に共通する事項を地域福祉計画に盛

り込むことで、各計画との調和を図り、福祉・保健、医療及び生活関連分野との連携を

確保した福祉分野の上位計画としての位置づけを持たせることで、制度の縦割りではな

い包括的な支援を推進することとなっています。 

 

 

                                                   

 

 ダブルケア：子育てと親や親族の介護が同時期に発生する状態のこと。 
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②新たに記載すべき事項 

改正された社会福祉法を受け、厚生労働省が作成した「地域福祉（支援）計画策定ガ

イドライン改訂のポイント」の中で、「地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児

童の福祉その他の福祉に関し、共通して取組むべき事項」として掲げられている事項は

以下の通りです。 

■地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉 

その他の福祉に関し、共通して取組むべき事項■ 

①様々な課題を抱える者の就労や活躍の場の

確保等を目的とした、福祉以外の様々な分

野(まちおこし、防犯・防災、社会教育等)

との連携 

⑨市民後見人等の育成や活動支援、判断能力

に不安がある者への金銭管理など、地域づ

くりの観点も踏まえた権利擁護の在り方 

②高齢、障害、子ども・子育てなどの各福祉

分野のうち、特に重点的に取組む分野に関

する事項 

⑩高齢者や障害者、子どもへの統一的な虐待

への対応や家庭内で虐待を行った介護者・

養育者が抱えている課題への支援の在り方 

③制度の狭間の問題への対応の在り方 
⑪保健医療・福祉等の支援を必要とする犯罪

をした者等への社会復帰支援の在り方 

④生活困窮者のような各分野横断的に関係す

る相談者に対応できる体制 

⑫地域住民等が集う拠点の整備や既存施設等

の活用 

⑤共生型サービスなどの分野横断的な福祉サ

ービス等の展開 

⑬「我が事・丸ごと」の地域づくりを進める

ための圏域と、各福祉分野の圏域や福祉以

外の分野の圏域との考え方・関係の整理 

⑥居住に課題を抱える者・世帯への横断的な

支援の在り方 

⑭地域づくりにおける官民協働の促進や地域

福祉への関心の喚起を視野に入れた寄附や

共同募金等の取組の推進 

⑦就労に困難を抱える者への横断的な支援の

在り方 

⑮地域づくりに資する複数の事業を一体的に

実施していくための補助事業等を有効に活

用した連携体制 

⑧自殺対策の効果的な展開も視野に入れた支

援の在り方 
⑯役所・役場内の全庁的な体制整備 

 

また、包括的な支援体制の整備に関する事項として、「住民が主体的に地域生活課題

を把握し解決を試みることができる環境の整備等」、「『住民に身近な圏域』において、

地域生活課題を包括的に受け止める体制の構築」、「市町村における包括的な相談支援体

制の構築」が掲げられています。 
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第３節 保健・福祉関連分野における主な取組 

１．高齢者保健福祉・介護保険事業分野 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

高齢者が増加し続ける中、介護保険制度を活用した介護保険サービスの限界が全国的

な大きな課題となっています。 

このため、地域包括ケアシステムを中心とした、介護予防及び重度化防止に力を入れ

た取組とともに、保健・福祉、介護・リハビリテーション、医療・看護が連携し、一体

的に提供される体制づくりを進め、「住み慣れた地域での生活を継続できる」在宅介護

を推進しています。 

■地域包括ケアシステムのあり方■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「介護」、「医療」、「予防」という専門的なサービスと、その前提としての「住まい」と「生活支

援・福祉サービス」が相互に関係し、連携しながら在宅の生活を支えている。 
 

【住まいと住まい方】 

生活の基盤として必要な住まいが整備され、本人の希望と経済力にかなった住まい方が

確保されていることが地域包括ケアシステムの前提。高齢者のプライバシーと尊厳が十分に

守られた住環境が必要。 

 
【生活支援・福祉サービス】 

心身の能力の低下、経済的理由、家族関係の変化などでも尊厳ある生活が継続できるよ

う生活支援を行う。 

生活支援には、食事の準備など、サービス化できる支援から、近隣住民の声かけや見守り

などのインフォーマルな支援まで幅広く、担い手も多様。生活困窮者などには、福祉サービ

スとしての提供も。 

 
【介護・医療・予防】 

個々人の抱える課題にあわせて「介護･リハビリテーション」「医療・看護」「保健・予防」が専

門職によって提供される（有機的に連携し、一体的に提供）。ケアマネジメントに基づき、必

要に応じて生活支援と一体的に提供。 

 
【本人・家族の選択と心構え】 

単身・高齢者のみ世帯が主流になる中で、在宅生活を選択することの意味を、本人家族

が理解し、そのための心構えを持つことが重要。 
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■地域包括ケアシステムの姿■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）認知症対策の推進 

本市では、認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、平成 27 年

10 月から「認知症初期集中支援チーム」を地域包括支援センターに設置し、適切な医

療・介護等が受けられる対応を整えています。今後も認知症高齢者が増加していくこと

が見込まれるため、家族支援や認知症サポーターの養成など、全市的な取組を推進して

います。 

 

 

２．障害福祉分野 

（１）障害者計画・障害福祉計画の見直し 

障害者総合支援法及び児童福祉法が改正され、平成 30 年（2018 年）４月１日か

ら施行されます。障害者が自ら望む地域生活を営むことができるよう、生活と就労に対

する支援の一層の充実や、障害児に対するきめ細かな対応を図ることを目的に、サービ

スの充実が図られていくことになります。 

本市では、法律改正を踏まえ、平成 30 年度（2018 年度）から３年間を計画期間

とする「三豊市障害者計画（第４期）」、「三豊市障害福祉計画（第５期）・三豊市障害児

福祉計画（第１期）」を策定しました。障害者が必要とするサービスを適切に利用でき

る体制の確保はもとより、児童発達支援センターの設置に向けた検討を進めており、障

害児の福祉サービスの充実に努めていくこととしています。継続的な計画の見直しとと

もに、障害者の住みやすいまちづくりを推進していきます。 

 

病気になったら… 

医 療 
・急性期病院 

・亜急性期・回復期

リハビリ病院 

 

住 ま い 
・自宅 

・サービス付き高齢者向け 

住宅等 

 
日常の医療 
・かかりつけ医 

・地域の連携病院 

 

 

■施設・居住系 

サービス 

■在宅系サービス 

■介護予防サービス 

 

○老人クラブ 

○自治会 

○NPO 

○ボランティア  等 

いつまでも元気に暮らすために… 

生活支援・介護予防 

・地域包括支援センター 

・ケアマネジャー 

相談業務やサービスのコー
ディネートを行います 

介護が必要になったら… 

介 護 
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■改正障害者総合支援法・改正児童福祉法の概要（抜粋）■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「居宅訪問による児童発達支援」のイメージ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．子ども・子育て支援分野 

（１）「みとよ すくすく子育てサポートプラン」に基づく取組の推進 

本市では、平成 27 年３月に、「みとよ すくすく子育てサポートプラン」を策定し、

「三豊で育ち、三豊が育て、三豊を育てる 子育て・子育ちのまち」の基本理念を計画

に定めました。この計画では、家庭の子育てを重視しつつ、地域社会全体で子育てを担

い、心身ともに健やかな子どもを健やかに育み、親が子育て、子どもの成長に喜びや生

きがいを感じることができるようなまちづくりを推進しています。 

１．障害者の望む地域生活の支援 
１）「自立生活援助」の新設 

２）「就労定着支援」の新設 

３）重度訪問介護の院内利用への拡充 

４）介護保険の利用者負担の障害福祉償還の創設 

 

２．障害児支援のニーズの多様化へのきめ細かな対応 
１）「居宅訪問による児童発達支援」の新設 

２）保育所等訪問支援の乳児院・児童養護施設への拡充 

３）医療的ケア児への自治体における保健・医療・福祉等の連携促進 

４）自治体における障害児福祉計画の策定 

 

３．サービスの質の確保・向上に向けた環境整備 
１）成長に伴い短期間で取り替える必要のある障害児への補装具の貸与活用の拡充 

２）都道府県による事業所情報公表制度の創設と、自治体による調査事務・審査事務の効率化 
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子どもの数は年々減少する中にあっても、本市に居住する子どもが健やかに育つこと

ができ、また、子どもの親が安心して産み育てることのできる地域づくりに向けた施策

を推進しています。 

 

 

４．保健・医療分野 

（１）「第２次三豊市健康増進計画・食育推進計画」の策定 

生活水準や医療技術の向上により、平均寿命が延びてきており、日本は世界的にみて

も長寿の国となっています。一方で急速な高齢化も進んでおり、糖尿病などの生活習慣

病や悪性新生物、心疾患等に罹患する人の割合の増加や介護を要する人、認知症高齢者

等の増加も進んでいます。これらは医療費を増大させ、財政を圧迫する要因ともなって

おり、深刻な社会問題となっています。 

健康づくりの主体は市民一人ひとりであり、自ら積極的に健康を意識して健康増進に

取組む必要があります。本市では、「三（み）んなで元気に豊かな人生」を基本理念と

する「第２次三豊市健康増進計画・食育推進計画」を平成 29 年度に策定しました。本

計画に基づき、本市では、ライフステージに応じた健康づくりを推進し、市民一人ひと

りの主体的な健康づくりを社会全体で支援することとしています。食育や健康管理など、

市民一人ひとりが健康づくりの意識を高めるとともに、人々が支え合いながら元気でい

きいきと豊かな人生を地域で過ごせる三豊市を目指しています。 

 

 

５．防災分野 

（１）南海トラフ地震の発生を考慮した防災体制の強化 

今後発生する可能性が高いと想定されている南海トラフ地震によって、香川県内にも

大きな被害が出ることが予想されています。地震が発生した場合、本市の沿岸部では浸

水被害が発生することが予測されています。 

また、全国的に大規模自然災害が毎年発生しており、高齢者、障害者、子どもなど、

災害時に支援を要する人への対策も求められています。避難する際の行動支援や、避難

所のあり方など、災害時の対応に備えることはもとより、災害が発生してから迅速に行

動できるようにするためにも、普段からの地域における支え合いの風土を根付かせてい

くことが必要です。 
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Ⅲ 地域福祉計画における基本理念 

第１節 地域福祉の推進における課題 

１．三豊市における課題 

本計画を策定するにあたって、法律の改正や社会の変化を踏まえつつ、本市における

課題を以下のように定めます。 

（１）新たな時代に対応した地域福祉のあり方 

社会福祉法が改正され、地域福祉のあり方はこれまでと大きく変化したと言えます。

これまでは、高齢者、子ども、障害者など、対象者ごとに分類され、各分野において施

策が展開され、充実されてきました。 

しかし、人口減少時代に入り、今後も少子高齢化が進んでいくことが見込まれる中、

共働き世帯の増加、核家族化の進行、独居・夫婦二人高齢者世帯の増加、個人情報保護

制度の導入による必要情報の制限、地域のつながりの希薄化等により、地域内の支援力

が低下している状況が見られます。 

また、ダブルケアや引きこもりなど、制度の狭間にあるがために、支援が行き届かず

に悩まれているような、複雑な条件の方も存在しています。一方で、福祉の担い手は現

在でも人手不足の状況で、福祉に関する需要（支援ニーズ）と供給（福祉人材）のギャ

ップも広がりつつあります。 

地域福祉は地域内の支援力であり、分野横断的な課題への対応とともに、自助・互助・

共助・公助の役割分担を踏まえ、福祉の担い手を育成・支援し、対象者の状況に応じた

包括的な相談や支援が行える仕組みに転じていく必要があります。 

 

（２）福祉分野共通の課題への対応 

地域福祉の主体は地域に暮らす市民であり、市民同士の助け合いによって達成される

ものです。 

今回の市民アンケート調査結果では、「支援が必要になった時にしてほしい支援」と

して、「緊急時や災害時の手助け」、「安否確認等の定期的な声かけ・見守り」などが挙

げられています。また、「支援が必要な人にできる支援」として、「あいさつや安否確認

などの声かけ」、「災害時の避難支援・安否確認」などが上位に挙げられています。災害

時の対応や日頃の見守りは、本市における共通課題の１つであることが考えられます。 

一方で、団体アンケート調査では、「活動を担う人材・マンパワー」や「活動の財源

確保」、「構成員の高齢化」などの課題を抱えている団体が多くなっています。 

またこの他にも、就労支援、生活困窮者対策、住まいへの支援、自殺対策、権利擁護

など、各福祉分野に共通する課題があるため、こうした共通課題へのアプローチについ

ても、引き続き検討を進めていく必要があります。 
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（３）地域に包括的な支援体制の構築 

福祉の担い手不足と支援ニーズの増加による、需給ギャップの差を埋めていくために

は、医療や介護、生活支援など、様々な情報が集約され、情報提供ができる全世代・全

対象型の地域包括支援体制を構築していくことが必要です。また、福祉や医療を担う専

門職の不足は一朝一夕に解決できる課題ではないことから、専門職を補完するような人

材を地域ごとに育成していくことも重要です。高齢者・障害者・子ども・生活困窮者等

の分野の垣根を超えた、複数分野の困りごとを相談でき、状況に応じて専門家につない

だり、必要な情報やサービスを提供したりできるワンストップの相談・支援機関の存在

は、地域福祉を推進するうえで、今後重要な役割を担っていくことが期待されます。 

本市においても、介護・高齢者分野の地域包括支援センターをはじめ、各種の福祉に

関する相談窓口はありますが、あらゆる福祉分野の相談がワンストップでできる相談窓

口の創設について、あるべき姿を描き、関係者とともに地域特性に合った包括的な支援

体制を構築していくことが必要です。 

■地域包括ケアシステムを支える「自助・互助・共助・公助」■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域包括ケア研究会 

（４）地域のつながりの強化 

地域の中で住民同士が助け合うためには、日頃からの住民同士のつながりを持つこと

が必要です。市民アンケート調査では、地域とのつながりが「あまりない」と感じる人

の割合が、若い人ほど高くなる傾向にあることから、すべての世代を巻き込んだ地域の

つながりづくりを進めていかなくてはなりません。 
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第２節 計画の推進にあたって 

１．計画の基本理念 

福祉に関わる法律や制度の改正、アンケート調査の結果や地域福祉活動団体アンケー

トの結果等を総合的に踏まえ、本計画における基本理念を以下のように定めます。 

■計画の基本理念■ 

 

 

 

 

この基本理念は、「三豊市新総合計画」に定められたまちづくりの基本理念「自主・

自立」と、まちの将来像である「“豊かさ”をみんなで育む市民力都市・三豊」との整

合性を図っています。 

また、「三豊市新総合計画後期基本計画」に定められている基本目標のうち「人々が

助け合う、安全・安心なまち（安全・安心）」と「人々が支えあい、健康でいきいきと

暮らせるまち（医療・健康・福祉）」の実現を目指すものです。 

 

■三豊市新総合計画後期基本計画における施策体系（抜粋）■ 

 

 

支え愛、助け愛、みんなで育む心豊かな福祉のまち 三豊 

“
豊
か
さ
”
を
み
ん
な
で
育
む
市
民
力
都
市
・
三
豊 

ま
ち
の
将
来
像 

自
主
・
自
立 

ま
ち
づ
く
り
の
基
本
理
念 

１．活気にあふれ、産業が躍動するまち 

（産業・雇用） 

２．豊かな自然と共生し、環境にやさしいまち 

（環境・生活） 

３．人々が助け合う、安全・安心なまち 

（安全・安心） 

４．  

（医療・健康・福祉） 

５．豊かな心を育み、文化を発信するまち 

（教育・文化） 

６．ともに考え行動する、自らが創るまち 

（人権・住民自治・行財政） 
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２．基本目標 

本計画の基本理念に基づき、以下の４つの基本目標を定めます。 

 

（１）地域福祉の共通課題への取組 

福祉分野における共通課題に対し、分野横断的に取組むための体制を構築し、関係機

関と連携しながら解決していくため、各取組を総合的に推進していきます。 

 

（２）地域福祉を支える住民への支援 

市民の地域福祉に対する意識を向上させ、地域を支える主体として育成していきます。 

また、いきいきとした暮らしを三豊市で送ることができるよう、市民の健康づくり、

介護予防を支援していきます。 

 

（３）地域福祉を担う団体等への支援 

地域福祉を担う団体等への支援を推進します。人材の掘り起こしや団体間のネットワ

ークづくりを支援します。 

 

（４）地域福祉を進める包括的支援体制の整備 

地域福祉を進めるための情報提供と各種サービスの充実を図るとともに、地域福祉を

実現するために必要な支援体制の整備を進めます。また、介護・医療分野で構築・推進

している地域包括ケアシステムの理念を障害福祉、子ども・子育てなどの他分野へと普

遍化させ、生活課題に対する包括的な支援体制の構築に向けた検討・取組を進めていき

ます。 
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３．施策体系 

本計画の基本理念と基本目標に基づき、以下のように施策を定めます。 

■施策体系■ 

基本理念 
  

基本目標 
  

取組の方向性 
    

       

支
え
愛
、
助
け
愛
、
み
ん
な
で
育
む
心
豊
か
な
福
祉
の
ま
ち 

三
豊 

     
（１）地域における見守りの推進 

     

     
（２）自殺・うつ病対策 

     

     
（３）生活困窮対策の強化 

     

     
（４）ひきこもり対策 

     

     
（５）制度の狭間への対応 

  基本目標１ 
地域福祉の共通課題への取組 

  

    
（６）就労支援 

     

     
（７）住まいの支援 

     

     
（８）権利擁護の推進・虐待への対応 

     

     （９）移動手段の確保と安全な交
通環境の整備      

     
（10）防災・防犯対策の強化 

     

      

     
（１）地域全体で支え合う意識の醸成 

  基本目標２ 
地域福祉を支える住民への支援 

  

    （２）健康づくり・介護予防に向
けた取組の推進      

      

     （１）サービス事業者、ＮＰＯ団
体等の育成・支援      

  基本目標３ 
地域福祉を担う団体の支援 

  
（２）ボランティアの養成・育成 

    

     
（３）福祉団体のネットワーク強化 

     

      

     
（１）福祉に関わる情報の提供 

     

     
（２）子どもへの支援・子育て支援 

     

  基本目標４ 
地域福祉を進める包括的支援体制
の整備 

  
（３）障害のある人への支援 

    

    
（４）高齢者への支援 

     

     （５）総合的な相談体制・ケアマ
ネジメント機能の充実      
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Ⅳ 施策の推進 

第１節 基本目標１ 地域福祉の共通課題への取組 

（１）地域における見守りの推進 

■施策の方向性 

地域の課題を発見・解決するためには、地域に暮らす住民の力が不可欠です。地域を

つくる主体である住民が、地域の生活課題に気づき、支援につなげることができるよう、

地域のつながり力の強化を図る必要があります。地域の見守り活動などを支援し、地域

の生活課題の発見と誰もが暮らしやすいまちづくりを進めていかなくてはなりません。 

安心して地域で暮らし続けていくことができるよう、地域内における住民相互の見守

り・声かけを引き続き推進していくとともに、支援を必要とする人に対しては、専門的

な相談窓口等へつなげていきます。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○家族で地域福祉活動に参加しましょう。 

○地域のサークルや団体同士での積極的な交流を図りましょう。 

○普段の挨拶など、常日頃からの声かけを心がけましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ 

地域介護予防活動支援事

業（介護予防サポーター・認

知症サポーター養成） 

介護予防の知識の普及や地域内での高齢

者等への声かけ・見守り活動等へのボランティ

ア活動に取組むきっかけづくり、人材育成を目

的に実施します。 

介護保険課 

２ 
民生委員・児童委員による

一人暮らし高齢者等訪問 

一人暮らし高齢者や高齢者夫婦世帯などを

定期的に訪問し、安否確認をするとともに相談

に応じます。 

福祉課 

３ 小地域ネットワーク活動 
見守り活動チームの取組を推進するととも

に、活動を助成します。 
社会福祉協議会 
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主な取組 概要 担当課 

４ 
安全安心パトロール隊 

（グリーンパトロール隊） 

地域の目で見守るボランティア隊として、子

どもたちが事件や事故に遭わないよう、小学

生の下校時に合わせて、７地区におけるパトロ

ールを実施します。 

少年育成センター 

５ 子ども見守り隊 

市内各小学校が運営母体となり、小学生が

安心して登下校できるよう、地域ボランティア

による子どもの見守り活動を行います。 

少年育成センター 

６ 
高齢者あんしん見守りネッ

トワーク推進事業 

民間事業者や市が、高齢者の見守りや安否

確認、行方不明者の早期発見、認知症に対す

る正しい知識の普及等に協力して取組みま

す。 

介護保険課 

 

子ども見守り隊 

安全安心パトロール隊 
（グリーンパトロール隊） 
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（２）自殺・うつ病対策 

■施策の方向性 

我が国では、平成 19 年の「自殺総合対策大綱」の策定以降、国を挙げた自殺対策を

推進してきましたが、社会情勢の変化を踏まえ、平成 29 年７月に新たな「自殺総合対

策大綱」が閣議決定されました。これにより、「地域レベルの実践的な取組の更なる推

進」や「若者の自殺対策、勤務問題による自殺対策の更なる推進」等を通じ、「誰も自

殺に追い込まれることのない社会の実現を目指す」としています。 

本市においても香川県などと連携しつつ、悩みを抱えている人が相談できる窓口を設

置するなど、こころの健康づくりを進め、自殺を防止するための取組を進めます。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○日々のストレスに上手に対処し、心の健康を損なわないようにしましょう。 

○悩み事を抱えている人の相談に乗りましょう。 

○相談が難しい場合は行政などの相談窓口を利用しましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ 自殺予防対策の推進 

うつ病等のこころの病気に関する知識の普

及・啓発を図ります。また自分のストレスに気

づき、適切に対処できる知識、方法が身につく

よう、情報の提供を行います。 

福祉課 

２ 自殺対策計画の策定 

自殺総合対策大綱及び香川県自殺対策計

画に沿って、地域の実状を勘案した計画を策

定します（平成 30年度（2018年度））。 

福祉課 

３ こころの相談 
人間関係の悩みや、うつ病などのこころの

病気に関する相談に応じます。 
福祉課 
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（３）生活困窮対策の強化 

■施策の方向性 

平成 27 年４月から「生活困窮者自立支援制度」が開始されました。本市でも、本制

度に基づいて相談窓口を設置し、しごとや生活の困りごとを抱えた人に対してそれぞれ

支援プランを作成し、専門の支援員が状況を踏まえて専門機関と連携しながら解決に向

けた支援を行っています。また、「みとよ子ども未来応援計画」を平成 29 年度に策定

し、貧困状態にある子どもとその家庭に対する支援を行うこととしています。 

貧困状態にある世帯や子どもを早期に発見し、適切な支援を行うためには、地域から

の働きかけが重要です。日々の生活から課題を抱えている人を発見し、支援窓口につな

ぐことができる福祉のまちづくりを進めていかなくてはなりません。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○経済的に困っている人がいた場合は地域の民生委員・児童委員などに情報を提供しましょう。 

○一人で悩まず、身近な相談窓口などを利用しましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ 相談窓口の周知 

支援を必要とする当事者や周辺住民が相談

できるよう、相談窓口の設置を市民に周知して

いきます。 

福祉課 

２ 
みとよ子ども未来応援計画

に基づく事業の実施 

「みとよ子ども未来応援計画」に基づき、関

係機関等と連携しながら支援を必要とする子

どもや保護者への適切な支援を行います。 

子育て支援課 

３ 
貧困状態にある子どもの 

学習支援 

貧困の連鎖を防止するために、生活困窮世

帯に属する中学３年生を対象とした無料の学

習支援を行います。 

福祉課 

４ 
生活困窮者住居確保給付金

事業 

離職により住居を失った生活困窮者等に対

し、家賃相当等の住居確保給付金を支給しま

す。 

福祉課 

５ フードバンク活動 

関係者の連絡により、食べられるのに廃棄

されてしまう食品を、必要とする生活困窮者に

届けます。 

社会福祉協議会 

６ 生活福祉資金貸付事業 

低所得世帯、障害者世帯、高齢者世帯を対

象に、自立支援を目的として低金利で生活資

金を貸付けます。 

社会福祉協議会 
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（４）ひきこもり対策 

■施策の方向性 

これまでひきこもり対策は精神保健福祉、児童福祉、ニート対策等においてひきこも

りを含む相談等の取組を国が行っていましたが、平成 21 年度より「ひきこもり対策推

進事業」が創設され、一層の充実が図られることとなりました。 

本市においても、ひきこもりの実態把握に努め、その長期化を防止するため、ひきこ

もりサポーター等による訪問支援など、必要とする人が適切な支援を受けられるような

体制の整備を進めていく必要があります。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○一人で悩まず、身近な人や相談窓口に相談しましょう。 

○悩んでいる人の相談に乗りましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ 
ひきこもりサポーター 

派遣事業 

本市に居住するひきこもり状態にある人やそ

の家族への調査を通じて、実態把握に努めると

ともに、必要とする支援を行います。 

福祉課 

子育て支援課 

２ 
香川県ひきこもり地域支援

センターとの連携 

香川県ひきこもり地域支援センター「アンダン

テ」と連携し、支援を必要とする人が適切な支援

を受けることができるよう努めます。 

福祉課 

子育て支援課 
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（５）制度の狭間への対応 

■施策の方向性 

これまでの福祉制度は、高齢者福祉や障害者福祉、子ども・子育て支援など、様々な

サービスを提供してきました。しかしながら、医療の進歩による長寿命化や社会情勢の

変化などにより、障害のある子どもの介助者の高齢化問題や子どもを育てながら高齢者

の介護をする「ダブルケア」などの複合化した生活課題が明らかになってきました。こ

のような課題については、一つの制度だけでは対処しにくく、個別のケースに応じた対

処が求められることもあります。また、課題を抱える人が地域の中で孤立し、相談でき

ないという事態にもなっています。 

制度の狭間で悩み事を抱える人に対して、適切な支援を届けることができるよう、包

括的な相談支援体制の構築を進めるとともに、地域福祉活動を支援し、地域力の向上を

図ります。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○一人で悩まず、身近な人や相談窓口に相談しましょう。 

○悩んでいる人に対し、相談に乗りましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ 生活支援体制整備事業 

関係者のネットワークづくりや資源開発、支援

ニーズとサービス提供者のマッチング等を行い、

生活支援コーディネーターの育成を図ります。 

また、コーディネーターの地域における活動を

支援し、高齢者の生活支援・介護予防サービス

の提供体制を構築します。 

介護保険課 

２ 

地域包括支援センター等の

既存の相談支援機関との 

連携強化 

地域包括支援センターや基幹相談支援センタ

ー等との連携を強化し、複合的な課題の発見、

対処に向けた体制の構築を進めます。 

介護保険課 

３ 地域福祉団体等との連携強化 

民生委員・児童委員やボランティア団体など

の地域福祉に関わる個人、団体との連携を強化

し、情報を共有します。 

社会福祉協議会 

４ 
香川おもいやりネットワーク

事業 

社会福祉法人施設と民生委員・児童委員、社

会福祉協議会がつながり、支援を必要とする人

を「地域でトータルにサポートする仕組み」をつく

ります。 

社会福祉協議会 
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（６）就労支援 

■施策の方向性 

社会的に自立するためには、就労によって経済的に自立することが必要です。また、

就労は生きがいづくりにもつながっています。障害の有無や年齢に関わらず、すべての

市民が就労の機会を得て、安定した収入と自立した生活を送ることができるよう、就労

環境の整備やマッチングに努めます。さらに、刑務所を出所した人の再犯防止のために

も、就労支援や住居の紹介などの支援を一体的に提供する仕組みの整備が全国的に求め

られています。 

また、平成 30 年（2018 年）４月からの障害者の法定雇用率の引き上げについて

も周知を進めていきます。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○積極的に情報を収集しましょう。 

○行政などの相談支援機関に相談しましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ 三豊市合同就職説明会 

ハローワーク及び周辺自治体と連携し、合

同就職説明会を開催し、市内での就職を促進

します。 

産業政策課 

２ ひとり親の就労支援事業 

ハローワークと連携した就労相談や、補助

金・給付金により安定した収入につながる資格

の取得支援を行います。 

子育て支援課 

３ 障害のある人の就労支援 

就労継続支援や就労定着支援などの障害

福祉サービスを通じて、障害のある人の就労

を促進するとともに、障害や障害のある人への

理解を進め、一般就労を促進します。 

福祉課 
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（７）住まいの支援 

■施策の方向性 

地域で暮らしていくためには、ライフステージに合わせた居住環境の整備が必要です。

高齢者に対しては、その身体や生活の状況に応じた住宅の改修を行うことで、可能な限

り住み慣れたところで生活を送ることができます。また、障害のある人についても、必

要な改修を行うことで、在宅での生活が可能となるため、住宅の改修が必要と判断され

る人に対し、福祉サービス等を提供し、住み慣れた地域での生活を支援していきます。 

また、生活困難世帯に対しては、就労支援等と合わせて居住環境の提供を行うことが

必要です。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○一人で悩まず、身近な人や相談窓口に相談しましょう。 

○悩んでいる人に対し、相談に乗りましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ 
日常生活用具給付等事業に

よる住宅改修への支援 

高齢者や障害のある人が、自立して地域の

中で暮らしていくために必要な住宅改修に対

し、福祉サービスによる補助を行います。 

福祉課 

介護保険課 

２ 
生活困窮者住居確保給付金

事業【再掲】 

離職により住居を失った生活困窮者等に対

し、家賃相当等の住居確保給付金を支給しま

す。 

福祉課 

 

 



61 

（８）権利擁護の推進・虐待への対応 

■施策の方向性 

近年は高齢者の一人暮らし世帯、あるいは高齢者のみの夫婦世帯が増えており、高齢

者を標的とした悪質な訪問販売等の消費者被害も増えています。高齢者にとどまらず、

認知症、知的障害、精神障害などにより、判断能力が不十分な人を支援するための成年

後見制度や日常生活自立支援事業など、権利擁護のための制度は整備されていますが、

実際の利用は少ないのが現状です。市民アンケートでも、「制度の名称は知っているが

内容は知らない」が５割弱、「初めて知った」が３割弱を占めており、制度・事業が浸

透していないことがうかがえます。 

社会的に弱い立場にある人の権利や財産等を守り、被害に遭わないようにするため、

各取組の周知拡大と推進を図る必要があります。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○虐待などが疑われる場合には、本人の相談に乗り、支援が必要な場合は行政などの相談支援機

関や民生委員・児童委員などに知らせましょう。 

○一人で悩まず、身近な人や相談窓口に相談しましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ 日常生活自立支援事業 

福祉サービスの利用や日常的な金銭管理な

どにあたって、地域で生活しやすいよう支援を行

います。 

利用者を含めた事業・制度の周知拡大を図る

とともに、支援機関・関係機関との連携を図りま

す。 

社会福祉協議会 

２ 権利擁護事業 

判断能力が低下し、成年後見制度を利用する

必要があると判断される人で、経済的理由等で

利用ができない人に対し、成年後見制度の申し

立てに要する経費や成年後見人の報酬の助成

を行います。 

介護保険課 

福祉課 

３ 法人成年後見等事業 

社会福祉協議会が後見人等になると適切に

判断される場合、身上監護や財産管理を行い、

対象者の権利を保護します。親族間とのトラブ

ルが予見される場合もあるため、各機関等と連

携しながら事業を進めていきます。 

社会福祉協議会 

４ 
成年後見制度利用促進基本

計画の策定 

成年後見制度の利用の促進に関する法律に

基づいて、成年後見制度の利用促進に関する

施策の総合的・計画的な推進を図るため、計画

を策定します。 

介護保険課 
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（９）移動手段の確保と安全な交通環境の整備 

■施策の方向性 

市民アンケート調査結果では、日頃、何とかしなければならないと思っていることと

して、「交通機関が少ない」が第３位となっており、日常的な移動手段の確保について

は、市民のニーズが高まっていることがうかがえます。 

さらに、高齢者の増加とともに、高齢者の交通事故が全国的にメディアに取り上げら

れるようになり、社会問題化しつつあります。高齢者など、移動手段を持たない市民の

日常的な移動を支える公共交通の利便性を向上させ、長期にわたって利用してもらえる

よう努めていく必要があります。 

また、道路環境整備にあたっては、歩道の拡張や段差解消等、すべての人にとって安

全な道路・交通環境の整備に努め、交通事故を防ぐ環境整備を進める必要があります。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○積極的に公共交通機関を利用しましょう。 

○自動車やバイクを運転する際は、歩行者に配慮しましょう。 

○歩道などに自転車などを放置しないようにしましょう。 

○交通ルールを守りましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ コミュニティバス運行事業 

市民に身近な交通手段として利用しやすいも

のになるよう、路線・ダイヤ等を随時見直しなが

ら、コミュニティバスの利用を促進します。 

管財課 

２ 福祉タクシー事業 

80 歳以上の市民を対象に、タクシー利用券を

交付し、高齢者の交通手段の確保と経済負担

の軽減を図ります。 

また、交通弱者の視点を踏まえ、事業全体の

見直しを行います。 

福祉課 

３ 交通安全対策施策の充実 

警察、道路管理者と連携し、歩道の拡幅や段

差の解消等、すべての人にとって安全な道路・

交通環境の整備に努めます。 

また、違法駐車や放置自転車をなくすための

マナー向上の意識啓発を推進します。 

総務課 

建設課 

４ 歩行者マナーの向上 
地区公民館や分館で行われるウォーキング

講座に合わせて、安全指導を行います。 
生涯学習課 

 

 

 

三豊市コミュニティバス 
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（10）防災・防犯対策の強化 

■施策の方向性 

毎年、地震や台風などによる大規模自然災害が発生しています。こうした災害による

被害を防ぐためには、行政による環境整備とともに、地域住民同士の相互の助け合いが

必要です。アンケート結果では、支援が必要になった時にしてほしい支援として、「緊

急時や災害時の手助け」が第１位となっています。 

日頃からの見守りや安否確認等を通じて、近隣住民同士のつながりを強化していくと

ともに、支援が必要な人に対する支援体制を構築しておく必要があります。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○災害時に避難が必要な人は事前に災害時要援護者登録制度に登録しましょう。 

○支援が必要と思われる人には災害時要援護者登録制度への登録を促しましょう。 

○防災訓練に参加しましょう。 

○避難場所や避難経路、非常持ち出し品の確認をしましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ 災害時要援護者登録制度 

災害時に支援が必要と判断される人の制度

への登録を促進し、支援者による避難支援を

行います。 

福祉課 

２ 自主防災組織結成促進事業 
自治会を中心とした自主防災組織を結成

し、避難訓練や防災用具を整備します。 
危機管理課 

３ 
各災害対策本部内の災害時

要援護者支援班の充実 

要援護者名簿を利用して避難場所に支援者

を配置します。 
危機管理課 

４ 安心・安全なまちづくり事業 

災害ボランティアセンターの運営に係る訓練

等への参加を呼びかけ、センターの仕組みに

関する理解を進めます。 

社会福祉協議会 

５ 

安全安心パトロール隊 

（グリーンパトロール隊） 

【再掲】 

地域の目で見守るボランティア隊として、子

どもたちが事件や事故に遭わないよう、小学

生の下校時に合わせて、７地区におけるパトロ

ールを実施します。 

少年育成センター 

６ 防災訓練の実施 各地区、分館ごとに防災訓練を行います。 生涯学習課 

７ 防犯灯設置事業 

夜間における交通事故や犯罪を防止するた

め、危険箇所へのＬＥＤ防犯灯の設置や修繕

を行い、防犯環境の整備を図ります。 

総務課 

８ 福祉避難所の設置 

災害時に一般避難所では滞在が困難な要

支援者の、老人ホーム等での受け入れを進め

ます。 

福祉課 
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第２節 基本目標２ 地域福祉を支える住民への支援 

（１）地域全体で支え合う意識の醸成 

■施策の方向性 

地域のつながりを強化するためには、地域福祉を支える住民への意識啓発が必要です。

市民アンケートで、地域で支援を要する人に対する支援について尋ねたところ、「自分

のことが精一杯でその余裕がない」が５割弱を占めており、「できる範囲で支援したい」

は３割弱にとどまっています。一方で、地域での問題を解決する一番よい方法について

は、「住民同士で協力して解決したい」が５割弱を占めています。 

地域の相互扶助機能を向上させ、地域全体で生活課題を抱える人を支える体制づくり

を進めるとともに、学童期からのボランティアや福祉教育を通じて、地域福祉を支える

人づくりを進めていきます。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○地域で行われるイベントや行事に積極的に参加しましょう。 

○地域に暮らす色々な人との交流を積極的に図りましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ 社会福祉大会 
市内の福祉関係者が一堂に会し、地域福祉の

推進に向けた意識向上の場を提供します。 
社会福祉協議会 

２ 世代間交流の促進 

しめなわづくり教室、米作り教室、昔の遊び伝

承教室等を通じて子どもと高齢者の交流を促進し

ます。 

学校教育課 

保育幼稚園課 

世代間交流 
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主な取組 概要 担当課 

３ 小学生福祉体験学習の実施 

主に小学校高学年を対象に、福祉への理解と

関心を高めることを目的に、高齢者疑似体験や車

椅子体験などの福祉体験学習を実施します。 

社会福祉協議会 

学校教育課 

４ 小学生の高齢者施設訪問 

総合的学習として高齢者施設を訪問し、小学生

と高齢者とのふれあいの機会を提供し、相互の理

解を進めます。 

学校教育課 

５ 地域福祉活動推進事業 
既存の交流事業の活性化と新たな交流事業の

立ち上げを支援します。 
社会福祉協議会 

６ ジュニアリーダー主催行事 

子ども会活動に興味のある中学生、高校生をジ

ュニアリーダーとして育成し、子ども広場などの行

事への参加を支援します。 

生涯学習課 

７ 
子ども会育成連絡協議会

主催行事 

市内の児童・幼児を対象とした「子ども広場」を

実施し、多彩な活動を通じて自治会の子ども会の

活動モデルを提示します。 

生涯学習課 

８ 
ふれあい・いきいきサロン

助成事業 

高齢者、障害者、子育て中の親、子どもがボラ

ンティアとともに地域の中で交流・ふれあい・健康

づくりを進めるサロンに助成し、運営を支援しま

す。 

社会福祉協議会 

９ 
ふれあい・いきいきサロン

活動推進者研修 

各地区のニーズに合った支援ができるよう、サ

ロン従事者（世話人）に対する研修を行うととも

に、世話人同士の情報交換の場を提供します。 

社会福祉協議会 

 

ふれあいいきいきサロン 

小学生福祉体験学習 
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（２）健康づくり・介護予防に向けた取組の推進 

■施策の方向性 

平均寿命の延伸に合わせて、健康寿命を延ばしていくことは、個人の QOLの向上や

財政的負担の軽減のためにこれまで以上に重要な要素となっています。できる限り自立

した生活を送ることができるよう、若い世代から高齢者まで、運動の習慣づけや生活習

慣の改善等を通じて市民の健康づくりを推進していく必要があります。 

また、必要な時に安心して適切な医療が受けられる地域医療体制の整備が必要です。

本市における医療体制については、市内の医療機関を中心としつつ、救急医療について

は三豊総合病院をはじめとした市外の医療機関との広域的な連携により確保します。さ

らに、市内・近隣市町の医療機関や医師会等との連携のもと、市民が必要な時に適切な

医療を受けることができるよう、診療体制の充実及び相互の連携を図ります。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○生活習慣の改善を図り、日々健康的な生活を送りましょう。 

○塩分や糖分などを摂りすぎないようにしましょう。 

○生活に運動を取り入れ、継続的に身体を動かしましょう。 

○定期的に健（検）診を受けましょう。 

○健康に関する正しい情報を収集し、日々の健康づくりに取り入れましょう。 

                                                   

 

 QOL：「Quality Of Life」の略で、一般的には一人ひとりの人生の内容の質や社会的にみた生活の質のこと。 
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■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ 

地域介護予防活動支援事

業（介護予防サポーター・

認知症サポーター養成）

【再掲】 

介護予防の知識の普及や地域内での高齢者

等への声かけ・見守り活動等へのボランティア活

動に取組むきっかけづくり、人材育成を目的に実

施します。 

介護保険課 

２ 
食生活改善推進員養成講

座 

食を通じた地域の健康づくりを行う食生活改善

推進員を養成します。 
健康課 

３ 介護予防講演会 
市民の介護予防、認知症に対する理解を深

め、関心を高めてもらうための機会を提供します。 
介護保険課 

４ 地区公民館行事 
障害の有無に関わらず、すべての市民を対象と

した各種講座を開催します。 
生涯学習課 

５ 
特定健康診査、特定保健

指導 

集団検診、個別検診、人間ドックでの特定健康

診査を実施します。 

特定健診の結果から、指導が必要と判断される

対象者に対し、保健師、管理栄養士等による指導

を行います。引き続き利用者の状況に合わせた勧

奨を行います。 

健康課 

６ 各種がん検診の受診勧奨 
がん検診の受診勧奨を進め、受診率の向上を

図ります。 
健康課 

７ 
生活習慣病予防教室の実

施 

特定健康診査の結果から、生活改善が必要と

判断される対象者に対し、生活習慣病予防教室を

実施し、重症化予防に努めます。 

健康課 

８ 慢性腎臓病予防対策事業 

特定健康診査の検査結果により受診勧奨・保

健指導を行います。予防講演会を開催し、重症化

予防の普及啓発に努めます。 

健康課 

９ 歯周病検診 
歯と口腔の健康づくりは、全身の健康につなが

るため、歯周病検診の受診勧奨を行います。 
健康課 

生活習慣病予防教室 

認知症サポーター養成講座 
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主な取組 概要 担当課 

10 運動を通じた健康づくり 

市民運動教室を開催し、若年からの運動の習

慣化を図ります。また、運動教室を終了した市民

を対象に、引き続き運動の場を提供し、習慣づけ

るための自主グループ化を推進します。 

健康課 

11 

スポーツ推進委員会主催

（主管）各種スポーツ教室・

体育大会 

市民を対象としたウォーキング大会や体力測定

会を開催し、運動・健康づくりの関心を高めます。 

また、障害のある人もスポーツを楽しめるよう、

県リハビリセンターと共同で、障害者スポーツ教室

を開催します。 

生涯学習課 

12 
体育協会主催各種体育大

会 

専門部による各種大会のほか、市内の子どもを

対象に身体を動かすことを目的としたアクティブチ

ャイルドプログラムを実施します。 

障害者卓球大会を開催します。 

生涯学習課 

13 国民健康保険診療所事業 

市内に３箇所ある診療所において地域住民が

必要とする医療を提供します。持続的に医療サー

ビスが提供できるよう、体制の見直しを随時行っ

ていきます。 

健康課 

（財田診療所・粟

島診療所・志々

島診療所） 

14 病院事業 
市民の健康保持に必要な医療や介護の提供を

行うため実施します。 

健康課 

（西香川病院） 

永康病院 

15 在宅医療・介護連携事業 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしく暮らし続

けることができるよう、医療機関と介護事業所等

関係者間の連携を強化します。 

介護保険課 

16 認知症総合支援事業 

認知症初期集中支援事業、認知症カフェ、徘徊

SOS ネットワーク事業等を実施することにより、認

知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らせ

るよう本人や家族に総合的な支援を行います。 

介護保険課 

17 地域ケア会議推進事業 

個別困難事例を検討する個別会議と地域課題

の解決を検討する推進会議を実施し、関係者の

ネットワーク構築や地域包括ケアシステムの構築

を図ります。 

介護保険課 

 

 

 

 

 

市民運動教室 
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第３節 基本目標３ 地域福祉を担う団体の支援 

（１）サービス事業者、ＮＰＯ団体等の育成・支援 

■施策の方向性 

地域に暮らす市民を支えるには、福祉サービスが市全体に行き渡り、すべての人が公

平にそのサービスを享受できるよう、努める必要があります。福祉サービスを提供する

事業者を開拓するとともに、事業者間の調整を市が担うことによって、三豊市全域に福

祉サービスが提供できるよう、福祉環境を向上させていくことが必要です。 

地域福祉活動団体アンケートでは、現在抱えている課題として、「活動を担う人材・

マンパワー」の不足や「活動の財源確保」などが挙げられています。地域福祉活動を行

う団体・事業者等が必要とする支援を行い、継続的に活動していくことができるように

していく必要があります。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○まちづくりに関心を持ちましょう。 

○ボランティアなどの地域福祉活動に参加しましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ まちづくり推進隊の活動支援 

地域住民が、地域が抱える身近な課題に目を

向け、自ら行動し問題解決を図る「まちづくり推進

隊」に対し、支援を行います。 

田園都市推進課 

２ 介護職員初任者研修補助金 

介護職員初任者研修を修了し、市の区域内の

介護保険サービス事業所に就業する人に対し、補

助金を交付します。 

介護保険課 
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（２）ボランティアの養成・育成 

■施策の方向性 

地域における福祉活動を活性化させるには、ボランティアの力は不可欠です。市民ア

ンケート調査ではボランティア活動等への参加意向はあるものの、参加できていない人

がいることがうかがえます。今後も、ボランティア活動の窓口となる社会福祉協議会を

中心として、地域人材の掘り起こしを進め、地域福祉に携わるボランティアを増やして

いくことが必要です。それと同時に、ボランティア活動を行う団体、個人への支援を進

めていく必要があります。 

また、地域での福祉活動を盛んにするためには、子どもの頃からの福祉教育が重要で

す。家庭や地域、学校が連携して思いやりの心を持った子どもたちを育成する必要があ

ります。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○ボランティア活動に関心を持ちましょう。 

○ボランティア活動に参加しましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ ボランティア講座の開催 

社会福祉協議会と協力・連携して各種ボランテ

ィア講座を実施し、高齢者・障害者・子育てをはじ

めとする地域の福祉に関するボランティアを養成

するため、ボランティア講座を開催します。 

社会福祉協議会 

２ 
小学生による駅前清掃 

ボランティア活動 

小学生が実施する駅前清掃について、各学校

と連携・調整を行います。 
学校教育課 

３ 夏休みボランティア体験 

中学生・高校生を対象に社会福祉や福祉の仕

事、ボランティア等への理解と関心を高めるため、

夏休み期間においてボランティア体験の機会を提

供します。 

社会福祉協議会 

４ 認知症サポーターの養成 
認知症の人やその家族を支援する認知症サポ

ーターの育成を図ります。 

介護保険課 

社会福祉協議会 

５ 
ボランティアセンター機能

の充実 

誰もがわかりやすく、取組める活動の情報収

集・情報発信に努め、地域のニーズ等の情報の

拠点としての機能を果たします。 

社会福祉協議会 

６ 
イベント時の手話通訳や 

要約筆記の活用 

社会福祉大会等の多くの人が参加する場での

手話通訳や要約筆記を活用するとともに、周知を

図ります。 

社会福祉協議会 
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（３）福祉団体のネットワーク強化 

■施策の方向性 

多くの市民が地域を支える主体として関わることができるよう、地域で福祉活動を行

うボランティア団体や NPO 団体などのネットワークの強化を図っていくことが必要

です。香川県社会福祉協議会が中心となって実施している「香川おもいやりネットワー

ク事業」を通じて関係機関や団体等が協働し、支援を必要とする人を地域でトータルで

支える仕組みづくりを目指していきます。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○各団体間との情報交換を積極的に行いましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ 
三豊市民生委員・児童 

委員活動事業 

民生委員・児童委員が市民にとって相談しやす

い存在となれるよう、また市民の多様な相談に的

確にアドバイスできるよう、研修の場である定例研

修会や県会長及び副会長等研修会に参加しま

す。 

福祉課 

２ 社会福祉大会【再掲】 
市内の福祉関係者が一堂に会し、地域福祉の

推進に向けた意識向上の場を提供します。 
社会福祉協議会 

３ 
香川おもいやりネットワー

ク事業【再掲】 

社会福祉法人施設と民生委員・児童委員、社

会福祉協議会がつながり、支援を必要する人を

「地域でトータルにサポートする仕組み」をつくりま

す。 

社会福祉協議会 
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第４節 基本目標４ 地域福祉を進める包括的支援体制の整備 

（１）福祉に関わる情報の提供 

■施策の方向性 

地域福祉は市民、団体・事業者、行政が一体となって進めていくことが必要であり、

福祉に関する情報が広く市民、団体や事業者等に共有されていることが必要です。また、

支援が必要な人に対する周知を進めていく必要があります。 

市が取組む福祉の各事業について、広報やイベント等を通じて周知を図ります。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○福祉に関する情報を積極的に収集しましょう。 

○地域の活動に参加しましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ 福祉まつり事業 

地域のボランティアや障害者団体等の活動の

場を提供するとともに、市民に対する啓発を行い

ます。また、事業内容について検討していきます。 

社会福祉協議会 

２ 広報活動の推進 

社協広報紙「しちふく」やホームページを通じて

地域の情報や福祉に関する情報を発信し、市など

が提供するサービスや制度の周知を図ります。 

社会福祉協議会 

３ 健康に関する情報の発信 

行政無線や広報、市ウェブサイトや SNS等を通

じて検診や健康相談、予防接種等の健康づくり事

業に関する情報を市民に提供します。 

健康課 

 

福祉まつり 
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（２）子どもへの支援・子育て支援 

■施策の方向性 

核家族の進行に伴い、地域とのつながりが希薄化し、孤立する子育て世帯が増えてい

ます。また、共働き世帯の増加によって、子ども自身が孤立するケースも見られるよう

になりました。 

市内に居住する子どもとその保護者が地域で孤立しないように、地域ぐるみで子育て

を支援していく必要があります。また、高齢者と子どもの世代間交流を促進し、地域に

暮らすすべての人が地域の一員として認識され、子育てを支える意識の向上を図ります。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○子育てをしている保護者のサポートをしましょう。 

○一人で抱え込まず、周りの人に相談しましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ 子育てサロンの充実 

子育て中の親・子どもがボランティアである住

民とともに地域の中で交流・ふれあい・健康づく

りを進めるサロンに対する助成を行います。 

社会福祉協議会 

２ つどいの広場事業 

子育て家庭の親とその子どもが気軽に集い、

打ち解けた雰囲気の中で語り合い、交流を図る

場を提供するために本事業を実施し、安心して

子育てや子育ちができる環境を整備し、地域の

子育て支援機能の充実を図ります。 

子育て支援課 

３ 地域子育て支援センター事業 

家庭で子育てしている人を対象に、子育てに

関する相談や指導、子育てサークル等への支

援、また保護者への育児支援を実施し、子育て

家庭への育児不安を解消します。 

子育て支援課 

４ 
ファミリー・サポート・センター

事業 

子育ての援助を受けたい人と子育ての援助を

行いたい人のマッチングを行い、仕事と育児の

両立支援を通じて地域での子育てを支援しま

す。 

子育て支援課 

社会福祉協議会 

５ 子育てホームヘルプ事業 

対象家庭に子育てホームヘルパーを派遣し、

家事援助や育児援助を行うことで、子育て家庭

の負担軽減を図るとともに、家庭の養育力の育

成・向上を支援します。 

子育て支援課 

社会福祉協議会 
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主な取組 概要 担当課 

６ 未就園児親子への開放事業 

幼稚園、保育所の園庭の開放や親子入所体

験等の機会を提供するとともに、行事参加を促

し、未就園児親子とのふれあいの場を提供しま

す。 

保育幼稚園課 

７ 

保育所・幼稚園・学校開放に

よる地域の高齢者との交流

事業 

お茶会や地域公民館との交流、行事等への

参加を通して子どもと地域の高齢者との交流を

促進します。 

学校教育課 

保育幼稚園課 

８ 一時預かり事業 

保護者の勤務や疾病等を理由として家庭で

の保育が困難となった場合、保育所や幼稚園等

で一時的に児童を預かり、保護者の心理的・肉

体的負担の軽減を図ります。 

子育て支援課 

９ 放課後児童健全育成事業 

保護者が労働などにより昼間家庭にいない児

童を対象として、放課後や学校休業日に家庭に

代わる生活の場を確保し、適切な遊びや指導を

行うことで児童の健全育成を図ります。 

子育て支援課 

10 少年育成センター相談事業 

青少年の様々な問題や悩みに、身近に相談

できる窓口として、電話・来所・訪問等の形態に

より相談活動を行います。また、学校や相談関

係機関等の連携により、情報交換や活動支援

の推進を図ります。 

複雑化する青少年の相談に対応できるよう、

相談員の研修を充実します。 

少年育成センター 

11 障害児通所支援 

障害のある児童に対し、日常生活における基

本的な動作や、知識技能の付与、集団生活へ

の適応訓練など、必要な支援を行います。 

福祉課 

12 利用者支援事業 

子育てに関する相談や情報提供を行い、適切

な支援が得られるよう、必要に応じて関係機関

につなぎます。 

子育て支援課 

13 養育支援訪問事業 

支援が特に必要とされる世帯に、保健師、ホ

ームヘルパー等を派遣し、相談、指導、助言な

どを行います。 

子育て支援課 

 

ファミリー・サポート・センター 



75 

（３）障害のある人への支援 

■施策の方向性 

障害のある人に対しては、障害者計画及び障害（児）福祉計画に基づいて、各障害者

福祉施策、障害福祉サービスを提供しています。今後もサービスを必要とする市民が適

切に利用できるよう、相談支援体制を整えるとともに、提供体制の充実を図ります。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○一人で抱え込まず、周りの人に相談しましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ 障害者相談支援事業 

支援を必要としている人が適切な相談やサー

ビスを利用できるよう、各相談窓口の連携を図

るとともに、多様化・複雑化した相談内容に対応

できるよう、専門的な相談に対応できる人材を育

成します。 

福祉課 

２ 居宅介護（ホームヘルプ） 

障害のある人に対し、居宅において入浴、排

せつ及び食事等の介護や調理、洗濯等の家

事、また生活等に関する相談及び助言を行いま

す。 

福祉課 

３ 重度訪問介護 

常に介護を必要とする障害のある人に対し、

自宅で入浴、排せつ、食事の介護、外出時にお

ける移動支援などを総合的に行います。 

福祉課 

４ 障害児通所支援【再掲】 

障害のある児童に対し、日常生活における基

本的な動作や、知識技能の付与、集団生活へ

の適応訓練など、必要な支援を行います。 

福祉課 
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（４）高齢者への支援 

■施策の方向性 

平成 37 年（2025 年）には、団塊の世代が後期高齢者（75 歳以上）となることが

見込まれており、本市でも今後急速に介護などの支援を必要とする高齢者が増加するこ

とが想定されます。 

本市においても、「三豊市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」に基づき、増大する

高齢者福祉・介護事業へのニーズに対応しつつも、高齢者が安心して地域で暮らしてい

くことができるよう、各福祉サービス等を提供していきます。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○一人で抱え込まず、周りの人に相談しましょう。 

○介助・介護する人は行政機関や事業所等に相談しましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ 
総合相談支援事業 

（あんしん相談） 

高齢者が住み慣れた地域で安心してその人

らしい生活を継続できるよう、適切なサービスを

コーディネートし、利用できるよう支援します。 

介護保険課 

２ 家族介護用品支給事業 

要介護者を常時介護している家庭に対し、介

護用品の一部を支給することにより、在宅生活

の推進と経済的負担の軽減を図ります。 

介護保険課 

３ 
在宅要介護者家族介護手当

支給事業 

要介護者を常時介護している家庭に対し、介

護手当を支給し、在宅介護の推進と経済的負担

の軽減を図ります。 

介護保険課 

４ 高齢者緊急通報装置貸与事業 

一人暮らし高齢者等を対象に、緊急通報装置

を貸与し、急病、災害等の緊急時に迅速かつ適

切な対応を図ります。 

介護保険課 
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主な取組 概要 担当課 

５ 生活管理指導員派遣事業 

基本的生活習慣の欠如等により社会適応が

困難な高齢者に対し、生活管理指導員を派遣

し、基本的生活習慣を習得させるための支援・

指導を行うことで、要介護状態への進行を予防

します。 

介護保険課 

社会福祉協議会 

６ 生活管理指導短期宿泊事業 

一人暮らし高齢者または、家庭の事情で家庭

で介護できない高齢者に対し、一時的に養護老

人ホーム等に入所させ、生活習慣の指導等によ

る体調管理を通じて要介護状態への進行を防ぎ

ます。 

介護保険課 

７ 高齢者の居場所づくり 

一人暮らしの高齢者などが地域社会における

孤立を防ぎ、在宅生活を継続できるよう、気軽に

集える居場所づくりを支援します。 

介護保険課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者の居場所づくり 
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（５）総合的な相談体制・ケアマネジメント機能の充実 

■施策の方向性 

分野横断的な生活課題の解決には、生活課題を総合的に捉え、解決に向けたコーディ

ネートの機能を果たす機関が必要です。子ども・子育てや障害者福祉、高齢者福祉とい

った各分野を提供するサービス主体間の連携を図り、情報共有を進めるとともに、それ

ぞれの分野での専門性の高い人材を育成していく必要があります。 

■市民一人ひとりが地域で取組むこと【自助・互助・共助】 

市民一人ひとりの取組 

○支援を行う個人・団体同士の情報交換を積極的に行いましょう。 

○幅広い知識を積極的に身につけましょう。 

■市が取組むこと【公助】 

主な取組 概要 担当課 

１ 

包括的・継続的ケアマネジメ

ント支援事業（地域福祉専門

職による情報交換） 

圏域内の他職種連携を目的としたコミュニティ

ソーシャルワーク実践研究会三観ブロック研修

を年２回開催し、顔の見える関係づくりや課題解

決に向けた仕組みづくりを検討します。 

社会福祉協議会 
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Ⅴ 地域福祉の推進体制 

第１節 計画の推進体制 

１．計画の推進体制の強化・充実 

（１）社会福祉協議会との連携強化 

市民へのきめ細かい福祉サービスを提供するため、社会福祉協議会を地域福祉推進の

中心的な組織として位置づけ、事業運営等に対して支援し、地域の福祉活動を推進して

いきます。 

（２）民生委員・児童委員等との連携強化 

民生委員・児童委員をはじめ、老人クラブ、婦人団体等は、地域における地域福祉推

進の担い手であることから、市民とともに活動するリーダーとして、それぞれの役割や

特性を活かし、主体的な活動が展開されるよう、ネットワークの構築を図ります。 

（３）団体・事業者等との連携強化 

自治会等をはじめ、地域の各種団体や市民グループ等が連携し、自主的に取組む福祉

活動の充実を図るとともに、NPO や民間企業の協力を得ながら福祉事業を推進し、地

域福祉活動の拡大を図ります。 

また、介護福祉サービスや障害福祉サービスを提供する事業者、医療機関等との連携

を図り、市民がライフステージに応じた適切な支援を受けられるような体制づくりを進

めます。 

（４）保育所、幼稚園、学校との連携強化 

保育所、幼稚園、学校や PTA の協力を得ながら地域の絆を深めるため、あいさつ運

動や声かけ運動を推進するなど、連携を強化し、地域福祉活動の拡充を図ります。 

 

 

２．計画の進行管理 

地域福祉計画は、地域住民や各種団体の代表者が参加した策定委員会の提言を基に、

「地域社会の誰もが、住み慣れた地域で安心して暮らせる社会の実現」を目標として定

めるものです。 

この目標を達成するためには、地域住民が主体的に地域づくりに関与し、担い手とな

って取組むことが必要です。長期的な視点をもって福祉分野の各個別計画の進捗状況の

定期的な点検・把握を行うとともに、必要な事項の協議を行い、より効果的な取組とな

るよう、計画を推進していきます。 
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Ⅵ 資料編 

１．用語の解説 

■ＮＰＯ 

「Non-Profit Organization」または「Not-for-Profit Organization」の略称で、

様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し、収益を分配することを目的としない

団体の総称。「特定非営利活動促進法」に基づき法人格を取得した法人は「特定非営利

活動法人（NPO 法人）」という。 

■ＱＯＬ 

「Quality Of Life」の略で、一般的には一人ひとりの人生の内容の質や社会的にみ

た生活の質のこと。 

■生活困窮者自立支援制度 

生活保護に至っていない生活困窮者に対し、「第２のセーフティーネット」として、

包括的な支援を行い、自立の促進を図る制度。 

■成年後見制度 

認知症、知的障害、精神障害などの理由で判断能力が不十分な人を保護、支援するた

め、不動産や預貯金などの財産を管理したり、生活を送るために必要な契約を結んだり

する制度。 

■ダブルケア 

子育てと親や親族の介護が同時期に発生する状態のこと。 

■地域包括ケアシステム 

高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援を目的に、可能な限り住み慣れた地域で、自分

らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるように整備された地域の包括的な

支援・サービス提供体制のこと。 

■日常生活自立支援事業 

認知症、知的障害、精神障害等により判断能力が不十分な人が地域で自立した生活が

送れるように、利用者との契約に基づいて福祉サービスの利用援助を行う制度。 

■マンパワー 

人的資源、労働力のこと。 
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■ボランティア 

一般的には、自発的な意志に基づき他人や社会に貢献する行為、あるいはその行為を

行う人。 

■「我が事・丸ごと」地域共生社会 

公的な福祉サービスに頼るのではなく、地域に暮らす人たちが共に支え合い、課題を

解決していく地域社会のこと。地域への関心を高めた住民と縦割りをなくした行政が一

緒になって地域で孤立した人たちを支えていくことが求められる。 
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２．三豊市地域福祉計画策定委員会設置条例 

 

○三豊市地域福祉計画策定委員会設置条例 

平成 19年 6 月 28 日 

条例第 44号 

改正 平成 19年 12 月 25 日条例第 62 号 

(設置) 

第 1 条 社会福祉法(昭和 26 年法律第 45 号)第 107 条の規定に基づき、三豊市の地域福祉計

画(以下「計画」)を策定するため、三豊市地域福祉計画策定委員会(以下「委員会」という。)

を設置する。 

(所掌事務) 

第 2 条 委員会は、市長の諮問に応じて計画の案を策定し、市長に答申する。 

(組織) 

第 3 条 委員会は、委員 15 人以内をもって組織する。 

2 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 市民 

(2) 市内福祉施設の代表者 

(3) 市内福祉関係団体の代表者 

(4) 民生委員児童委員 

(5) 識見を有する者 

(委員の任期) 

第 4 条 委員の任期は、第 2条の所掌事務を完了するまでとする。 

(会長及び副会長) 

第 5 条 委員会に会長及び副会長を置く。 

2 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。 

3 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 6 条 委員会の会議(以下「会議」という。)は、会長が招集し、議長となる。 

2 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。 

3 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

(意見の聴取) 

第 7 条 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて意見を聞き、

又は資料の提出を求めることができる。 

(庶務) 

第 8 条 委員会の庶務は、福祉事務所福祉課において行う。 
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(委任) 

第 9 条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 19年条例第 62 号) 

この条例は、平成 20年 1 月 1 日から施行する。 
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３．三豊市地域福祉計画策定委員会委員名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員区分 １号委員　市民

２号委員　市内福祉施設の代表者

３号委員　市内福祉関係団体の代表者

４号委員　民生委員児童委員

５号委員　識見を有する者

会長

10

備考

5

12

13

14

15

6

7

8

9

　香川県西讃保健福祉事務所（所長） 5 井下　充利

11

NO

1

2

3

4

　三豊市婦人団体連絡協議会（会長） 3 植岡　澤江

　四国学院大学専門学校（福祉学科長） 5 藤村　仁美

　高瀬町ボランティア協議会（会長） 3 細川　潔

副会長

　三豊市民生委員児童委員協議会連合会（会長） 4 前田　昭文

　山本町迷地区社会福祉協議会（企画実行委員長） 3 合田　和稔

　三豊市保育所長会（会長） 3 豊島　輝美

　三豊市愛育会（会長） 3 田尾　弘子

　三豊市身体障害者協会（副会長） 3 石原　明

　三豊市幼稚園長会（会長） 3 白川　啓子

　三豊市社会福祉協議会（事務局長） 3 藤川　豊明

　三豊市老人クラブ連合会（会長） 3 上村　正德

1 横田美智子

　特別養護老人ホームたくま荘（施設長） 2 横山　和典
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団体・役職名等 区分 氏　　　　　　名

　三豊市自治会連合会（副会長） 1 山下　泰夫
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十



第３期 三豊市地域福祉計画 

発 行 年 月 平成 30 年３月 

発 行 三豊市 健康福祉部 福祉事務所 福祉課 

〒767-8585 香川県三豊市高瀬町下勝間 2373 番地 1 

TEL 0875-73-3015  FAX 0875-73-3023 

URL http://www.city.mitoyo.lg.jp/ 




